
実  施  計  画
（平成３１年度～平成３３年度）

原 村

本実施計画は、『人と自然と文化が息づく 美しい村』を将来像に掲げ

策定された「第5次原村総合計画」に基づき作成されております。計画期

間は、平成3１年度～平成3３年度の3年間で、毎年度見直しを行いながら、

予算編成の指針として事業を推進してまいります。

≪掲載対象事業≫

①総事業費が概ね300万円以上の事業

②事業費が上記未満の事業で、政策的に重要な事業
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第5次原村総合計画　施策の大綱

基本目標 分野別政策 施　策 具体的な施策

①原村環境保全条例・規則の見直しと開発指導基準の整備

②環境保全に関する広報活動の推進

①景観法に基づく景観計画の策定

②美しい村づくりへの取組み

①幹線道路への花や街路樹の植栽の推進

②管理や手入れに対する住民の参画促進

③住民参加による花や街路樹の植栽

①清掃活動のPRと住民参加の促進

②ポイ捨て防止のための広報の推進

③環境維持事業の推進

④外来種の駆除

①環境にやさしい公共工事の推進

②道路の支障木の伐採

①公害に対する監視体制の強化と事業者及び住民への意識啓発の推進

②ごみの不法投棄、屋外焼却の撲滅をめざしての監視体制の強化と住民への意識啓発

③公害問題に関する相談窓口の充実

④ペットのふん害対策の推進

①ごみの分別排出の徹底とごみ排出抑制に対する住民意識の啓発

②ごみの排出区分の細分化と資源化の推進

③生ごみの自家処理の推進と堆肥化の推進

④ごみ持ち帰り運動の推進

⑤3R（発生抑制、再使用、再利用）運動の推進

⑥不要となった生活雑貨の再利用の促進

⑦循環型社会とリサイクルに関する趣旨の啓発

①広域体制によるごみ処理施設建設の検討

②ごみ排出区分の一元化の検討

①土壌診断による適正施肥、減農薬と有機農法の推進

②農業用廃プラスチックの適正処理と資源活用

③休耕田を利用したビオトープによる水質浄化と生態系の維持及び学習や憩いの場の提供

①再生可能エネルギーの導入促進・省エネルギーの推進

②環境学習の充実

③公共施設等における温室効果ガス削減

①水源地の保全

②農業用施設の適正な維持管理の推進

①新たな水源の確保

②老朽管の布設替えの実施

③災害に強い水道設備の整備

④健全経営の推進

①河川等の水質検査の継続実施

②浄化槽設置者への適正な維持管理意識の啓発

③下水道整備区域外のし尿・生活排水の処理

④浄化槽排水の処理方法の研究

①下水道接続率向上のための啓発活動の推進

②計画的な管路調査による維持管理の推進

③下水道使用料の適正な料金体系の検討

④健全経営の推進

①払沢上フラワー団地の分譲促進

②新たな住宅団地整備の検討

③耕作放棄地等を中心とした住宅用地への転用推進

④公営住宅の検討

①若者の移住・定住に寄与する住宅新築への補助

②住宅耐震改修事業

①原村環境保全条例に基づく適正な規制と誘導

②自然環境や景観、生活環境に配慮したうるおいのある住宅地の形成

③各種条例等の導入に関する検討

①自然と暮らしが調和した公園・緑地等の整備促進

②親水空間整備を視野に入れた環境整備

③公園の整備促進

①県道払沢茅野線、宮川・坂室のJRガード下の拡幅改良

②主要地方道・茅野北杜韮崎線の歩道設置（中新田地区内）

③一般県道・神ノ原青柳停車場線の拡幅改良（払沢）

①茅野市、ＪＲ青柳駅へつながる道路の拡幅改良（御狩野判之木線）

②中央道側道の拡幅改良

③村道の計画的な整備の促進

④道路等の老朽化対策

⑤橋梁長寿命化修繕計画に基づいた橋梁の保全

①交通安全施設の計画的な整備

②安定的・継続的な除雪体制の確保

①持続可能な公共交通の利用促進

②他の公共交通との連携の検討

③高速バス利用者用の駐車場整備

④高速バス停におけるタクシー情報の充実

①防火貯水槽と消火栓の設置促進

②消防団員の確保と育成

③消防車両の更新

①一人暮らし高齢者家庭訪問の実施

②住宅用火災警報器の設置促進

③原小学校２年生による防火広報の実施

④消火訓練の実施

①防災意識の高揚

②連携体制の強化

③防災対策の強化

④緊急物資及び応援体制の確保

⑤住宅等建築物の耐震診断・耐震改修の促進

①防犯灯の設置等の推進

②地域安全活動の推進

（

第

１

節
）
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４．公共交通の充実

２．防火意識の高揚

３．防災体制・対策強化

４．地域安全体制の確立

（第７項）
安心して暮
らせる村づ

くり

３．水質保全と生活排水浄化施設の整備

２．給水施設の整備と施設の有効利用

１．水資源の確保と調整

４．公園・緑地・水辺空間の整備

３．各種規制の検討

２．住宅対策の拡充

１．住宅用地の確保

４．下水道事業の運営管理

（第６項）
人にやさし
い道路・
ネットワー
クの整備

１．消防力の強化

１．自然環境の保全と共生

２．美しい景観の保全と創出

３．緑と花いっぱい運動の推進

（第１項）
すばらしい
自然・景
観・環境の
保全と創出

５．環境にやさしい公共事業

６．公害対策

１．ごみの排出抑制とリサイクル

２．ごみ処理体制の広域化

３．環境と農業のかかわり

４．道路・河川の美化運動の推進

（第２項）
持続可能な
「循環型社
会」の創出

１．新エネルギー利用の促進
　　及び省エネルギーへの取組み

（第３項）
地球温暖化
防止対策

（第５項）
自然と調和
した居住環
境の整備

３．交通安全と道路環境の整備

２．村道の維持管理と整備促進

１．主要地方道・県道の整備促進

（第４項）
水資源の確
保・保全と
上下水道の

整備
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①危険箇所の把握と出水後のパトロールの実施

②災害発生後の迅速かつ的確な災害復旧への取組み

③住民からの情報提供

①消費生活情報の提供

②消費者組織や消費生活サポーターの育成及び「見守り」活動の推進

③消費生活相談体制の確立

④不用品の再利用の促進

①相談体制の充実

②広報、啓発活動

③心配ごと相談体制の充実

①住民ニーズに応じた講座、学級の開設

②学習成果の継続支援

①図書館の施設・環境の整備（幅広い資料の収集、ネットワークの充実、居心地の良い環境づくり）

②諏訪広域図書館情報ネットワークシステムの充実及び定住自立圏との連携

③電子書籍等による読書機会の充実

④図書館サービスの充実

⑤ボランティアグループとの協働

⑥図書館利用のPR活動

①各分野での特技・能力を持った人材の発掘

②優れた人材の村づくりへの活用

③住民の要望に応じたコーディネート機能の推進

①学習場所の提供や学習資料・学習情報の提供

②地域活動・社会参加の促進

③地区館･分館活動の活性化

④文化協会の育成・支援

①中央公民館の改修や維持補修による利便性の向上

②公民館分館等の施設整備に対する支援

①学習機会の提供

②情報提供による啓発活動の推進

①地域ぐるみの地区子ども会育成活動の活性化

②安全安心な子どもの居場所や環境づくり

③各種機関の連携による体験型学習の充実

④青少年の住みやすい健全な環境を守るための啓発活動

①小・中学校非構造部材の耐震化工事

②小・中学校環境整備

③中学校プール改修の検討

④小・中学校の図書や教材、教具等の整備充実

⑤小・中学校周辺の環境整備

①少人数学級によるきめ細かな教育の推進

②小学校T・T講師、中学校ALT講師の継続と中学校T・T制の導入

③小学校へのALTの設置に伴う外国語教育の推進

④総合的な学習の時間・道徳・特別活動の支援

⑤中学生による国際交流の推進

⑥教職員の資質向上への支援

⑦小中連携教育の強化

⑧ICTを活用とした事業実践の推進

⑨特別支援教育の充実

⑩地域学習の導入検討

①学校評議員会の充実

②小中学校ホームページの更新、学校便り・学級通信の充実

③地域公開参観週間の実施

④地域人材の学校教育への活用支援

⑤あいさつ運動の展開

⑥放課後における子どもの自主的活動への支援

⑦地元食材提供団体と小中学校の交流促進や地産地消事業の支援

⑧地域での体験活動の推進

①私立幼稚園運営補助事業の継続

②幼稚園就園奨励費補助事業の継続

③奨学金制度の見直しと推進

④「原村教育研究会」の活動の充実

⑤小中学校とこひつじ幼稚園、原村保育園、八ヶ岳中央農業実践大学校との交流促進

①住民の文化・芸術等の発表機会と場所の充実

②各種団体の自発的な活動推進

③八ヶ岳自然文化園及び歴史民俗資料館（八ヶ岳美術館）における文化・芸術の活性化と集客の促進

④原村郷土館における民俗資料の収集展示と体験施設としての確立

①原村埋蔵文化財収蔵庫の公開

②阿久遺跡における針葉樹の伐採と公園化の推進

③臥竜遺跡における住民の協力による環境整備の継続

④「八ヶ岳縄文遺跡ベルト地帯」の発信

⑤地域の特色ある埋蔵文化財発信

①村指定無形民俗文化財エーヨー節及びコチャかまやせの節の伝承

②指定文化財をはじめ、道祖神等石造文化財に対する意識の高揚

③民俗資料の収集・保存

④機織りのこころを伝える「裂織りの里　原村」のイメージを高め、住民参加による保存活用

⑤原村の鏝絵（コテエ）の保護と活用

①体育施設の改修や維持補修による利便性の向上

②屋外施設の整備と管理によるサービスの向上

①公園や広場の整備

②広報による公園や広場の利用促進

③生涯学習活動やスポーツ振興との連携による活用促進

④管理の仕組みづくりと安全管理の推進

３．生涯スポーツの普及 ①スポーツイベントや気軽にできるスポーツ教室等の開催

４．社会体育団体･グループ等の育成 ①体育協会、スポーツ推進委員やスポーツ登録団体等の組織強化

①沼津市戸田地区との交流

②地域間交流の検討

③原村人づくり事業を活用した村内産業の発展と国際感覚豊かな人材の育成

④外国人への支援体制の構築

①「原村女性団体連絡協議会」の活動支援の推進

②各種研修機会への参加推進と男女共同参画基本計画の推進

③審議会、委員会等への積極的な参加の促進

１．男女共同参画推進体制の整備

２．図書館施設の充実と利用促進

（

第

１

節
）

（

第

２

節
）
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２．公園や広場の有効活用

１．社会体育施設の充実

３．文化財の保存と活用

２．遺跡の保存・整備と活用

１．芸術・文化活動の充実

（第６項）
男女共同参
画の社会づ

くり

（第５項）
交流による
地域づくり

７．住民相談の充実

（第７項）
安心して暮
らせる村づ

くり

（第１項）
生涯学習の
体系化と機
会の充実

（第４項）
スポーツ・
レクリエー
ション交流
の推進

１．地域間交流・国際交流の推進

（第２項）
豊かな人間
形成をめざ
した教育の

推進

（第３項）
芸術文化活
動と地域文
化の振興

１．生涯学習機会の提供と支援

４．各教育機関の振興と小中学校との連携

３．地域社会との連携による教育の充実

２．教育内容・方法の改善充実

１．学校施設の整備充実

６．家庭教育の充実

５．生涯学習・社会教育施設の充実

４．社会教育関係団体の支援・育成･施設の活用

３．村づくりを担う人材の育成

７．地域に育つ子どもたち

５．治山事業と河川改修の推進

６．消費生活の安全と向上
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①田舎暮らし見学会の拡充

②住宅用地、住宅の確保

③空き家等の利活用

④若者Ｕターン支援事業

⑤広域移住相談体制の構築

⑥原村版ＣＣＲＣ事業

⑦大学との連携事業

⑧地域おこし協力隊の活用

①各種健診・検診の受診率向上

②乳幼児期からの正しい食生活の普及

③運動の機会の提供と環境整備

④こころの病気を理解しあえる地域づくりの推進

⑤喫煙・飲酒の健康被害の知識の普及

⑥歯科知識の普及啓発

⑦住民主体の健康づくりの推進

①医療機関相互の連携による医療体制の充実

②地域包括ケアの推進

③地域に密着した医療の提供

①生活支援サービスの充実

②地域包括支援センターの機能強化

③地域の支え合いネットワークづくりの推進

④認知症高齢者支援の推進

①健康づくりの推進

②介護予防の推進

③認知症対策の推進

④生きがいづくりの推進

①障がい者に対する理解の促進と人権擁護の啓発

②きめ細やかな相談体制の充実

③住みよい福祉の村づくりの推進

①障がいの早期発見・早期対策と療育・保育・教育の充実

②保健医療サービスの充実

③生活を支える福祉サービスの充実と福祉制度の周知

④就労の促進や社会参加に向けた支援

①相談員の育成

②日常的なサポーターの養成

③出会いイベントの開催

①妊娠・出産・育児の切れ目のない支援の推進と経済的支援の継続

②こころの健康づくりに向けた相談体制の充実

①子育て支援サービスの充実と環境整備

②住民との協働による子育て支援

③子育て家庭への経済的支援の継続

①保育サービスの充実

②子育てに関する学習機会の充実

①補助事業を活用した農道舗装と用排水路の整備

②補助事業の活用と住民協働の両面での、農業用施設の維持管理の推進

③農業近代化施設の利用拡大の推進

①農地の流動化事業による、中核的担い手農家への農地の利用集積と、遊休農地の解消促進

②中山間地域直接支払制度利用による農用地の保全

③農業振興地域整備事業に基づく優良農地の積極的な保全の推進

④市民農園・観光農園・農業体験による遊休農地の利用促進

⑤多面的機能支払による農地の保全と環境保全

⑥有害鳥獣被害防止対策の実施

⑦農業制度資金利子補給及び利子助成事業

①野菜

②水稲

③花卉・鉢花

④畜産

⑤きのこ

⑥果樹

⑦安全で安心な農産物生産の促進

⑧農産物安値対策事業

⑨野菜花卉作期拡大事業

⑩有機栽培産地確立事業

⑪高温障害対策事業

⑫減肥栽培普及促進事業

⑬食の安全安心対策事業

①労働環境の改善と農業経営の安定化の促進

②農業後継者の育成支援と新規参入者の受入れ体制の整備促進

③認定農業者の育成拡大と、担い手農家、集落営農へのステップアップ

④高齢者や小規模農家が生きがいを持って継続できる農業の推進

⑤農業労働災害の防止活動の推進

⑥青年就農給付金制度の創設

⑦就農支援コーディネーター事業

①農作業受託組合の活用促進による、農作業の軽減と、営農合理化の促進

②集落営農の組織化の推進

③農業青年組織育成事業

①村有林の計画的な整備

②間伐材の有効利用

③間伐の普及・啓発

④間伐後の手入れ方法の検討

⑤公民協働による村有林整備の推進

１．健康づくりの推進

２．福祉の充実による生活支援と社会参加の促進

３．農畜産物の振興

１．移住・定住推進事業

（

第

２

節
）

（

第

４

節
）

産

業

振

興

に

よ

る

魅

力

・

活

力

の

あ

る

村

づ

く

り

（第１項）
地域で支え
合い健やか
に生きる

（第２項）
きめ細やか
な高齢者福
祉の推進

（

第

３

節
）

健

康

と

し

あ

わ

せ

を

誇

れ

る

健

康

・

福

祉

・

子

育

て

の

村

づ

く

り

１．在宅生活を継続するための支援

２．地域医療の充実

６．地域林業の振興と森林の育成・有効活用

５．農業生産組織の育成

１．結婚活動のサポート

１．障がい者に対する理解の推進

４．子育てがしやすい環境づくり

３．子育て支援の推進

２．妊娠・出産・育児の切れ目のない支援

２．高齢者の健康づくりと介護予防の推進

４．農業後継者の確保・育成と支援

２．農用地の保全と高度利用

１．農業生産基盤の整備と
　　農業近代化施設の利用促進

（第３項）
障がい者の
自立と社会
参加の促進

（第７項）
本村への若
い人の流れ
をつくる村
づくり

（第４項）
結婚・出
産・子育て
できる環境
づくり

（第１項）
原村の特色
を生かした
農林業振興
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①工房や農家等の体験施設のネットワーク化と、体験メニューの提案

②ペンションなどの宿泊施設や工房、農家等との連携による体験型・滞在型観光の促進、受入れのコーディネート体制の創設

③農産物収穫体験等による新たな観光魅力の付加

④モデルコースの提案と宣伝活動の推進

⑤地域を挙げてのおもてなしの心の醸成

①森林資源を活用した交流の推進

②森林資源を活用し、環境や健康に配慮した観光の促進

①原村版ＤＭＯの研究

②地域資源を活用した滞在型モデルコースの提案・ＰＲ

③各種施設やイベントなどの連携による活性化推進

④観光ガイドの育成

⑤情報ネットワークの構築による総合案内機能の整備やＷi‐Ｆiによる観光情報発信

⑥ホームページなどによる観光情報の発信

⑦観光拠点の強化

⑧魅力的な観光づくりの継続

①農産加工施設の整備検討と６次産業化の推進

②農産物直販所の活用と整備の推進

③農産物の販路の拡大

①ホームページや観光キャンペーンなどを活用したPR活動の推進

②宿泊や体験・観光施設を組み合わせたモデルコースの提案・PR

③プラネタリウムの設備や番組の更新

①八ヶ岳観光圏を活用しての着地型旅行商品の企画・販売

②メディアを積極的に活用した観光情報の発信

③インバウンド事業の体制構築及び支援

④キャンペーンなどＰＲ活動協力団体の構築の検討

⑤観光連盟・商工会等の活動支援

①首都圏からの直行バス運行の検討

②ＪＲ各駅からのバスのアクセス便の確保

①経営基盤の強化と規模拡大への支援

②人材育成や技術開発の情報提供及び参加促進の支援

③広域連携の強化による産業活性化支援

④工業技術展等への参加による技術情報の収集及び販路拡大の促進

⑤産学官連携事業の支援

⑥商工会による研修・指導相談体制強化への支援

⑦企業創業支援制度の創設

⑧企業チャレンジ補助金による支援

①情報の把握、収集による、優良企業の村内誘致推進

②原村商工業振興条例による必要な振興措置の実施

③大都市圏の遠隔勤務企業（サテライトオフィス）の誘致

④事務所物件、仲介支援

⑤広域連携の強化による産業活性化支援

①商工会による研修・指導・相談体制の強化への支援

②各種制度資金の活用による経営基盤の安定化

③利便性の高い経営形態や特色のある商品開発等経営力向上の促進

④国・県の活性化支援事業による人材育成等の活性化の促進

①原村産農産物を利用した地域特産品やお土産の研究、商品化の促進

②地場産品を活用した新メニュー開発への支援とＰＲの推進

③原村特産品の認定制度を検討

④米粉普及促進消費拡大事業

①雇用・就職対策の推進

②新規学卒者のための企業ガイダンスの充実

③職業技術の習得と就業の支援

④勤労者向け融資制度の充実と中小企業労働者の福利厚生向上の支援策の検討

⑤雇用や就職のための情報収集や相談窓口設置の検討

①自治組織への加入支援

②集落行動計画策定・推進支援（おらほうの村づくり事業補助金）

③コミュニティ活動の推進と支援

④住民活動団体等の相談窓口の整備

①村づくり生涯学習推進体制の充実

②学習の成果を活かせる機会の提供

①情報の公開・提供の充実

②広報・広聴活動の充実

③村づくり講座の充実

④情報の管理と適正な運用

①ホームページの更新（リニューアル）

②行政手続きのオンライン化

③ＳＮＳを活用した情報発信の充実

④災害発生時における住民向け情報提供サービスの検討

⑤有線放送の加入促進

①事務処理の共同化の推進

②八ヶ岳定住自立圏による地域の活性化

③広域的な観光振興の展開

④諏訪圏域内幹線道路の一体的な整備の促進

⑤中央自動車道の渋滞緩和

⑥リニア中央新幹線開業を見据えた公共交通の研究

⑦中央東線高速化の促進

①住民の利便性が図られる組織の再編

②事務処理・意思決定の迅速化

③効率的な窓口体制の構築

④職員能力の向上と柔軟な職員体制の推進

①実施計画による事務事業の見直し

②行政評価の推進

③民間活力の推進

①計画実現に向けた弾力的・効率的な財政運営の展開

②公平な徴収と適正な受益者負担

③ふるさと納税制度の活用

①公共施設等総合管理計画に沿った施設等の更新

②村債の計画的な借入と公債費負担の抑制

③財政情報の提供と財政運営の透明性の確保

２．財政健全化の取り組みの推進

１．財政の基盤強化と効率的な財政運営の推進

１．雇用対策の充実

２．他産業との連携による商業の振興

１．農産物の付加価値化

２．高度情報化の推進

１．住民との情報共有と適正な運用

２．優良企業の立地促進

１．企業の支援と育成

２．星・音楽をテーマとした観光ブランド

２．生涯学習を基本とした村づくり

１．住民参画による村づくり

１．商業経営の近代化・活性化の促進

２．森林を活用した観光振興

２．事務内容の効率化

１．広域行政による効率化と活性化

１．機能的な組織体制

１．農業と連携した観光振興

１．観光推進体制の充実

２．広域の観光交通利用対策

３．観光拠点の再生とネットワークの整備

（第３項）
広域行政の

推進

（第４項）
広域連携に
よる観光振

興

（第１項）
公民協働の
村づくりの

推進

（第２項）
開かれた村
政の推進

（第６項）
商業・サー
ビス業の振

興

（第７項）
雇用・勤労
者対策の推

進

（第３項）
「原村ブラ
ンド」を活
かした観光

振興

（第５項）
工業振興と
企業誘致

（第２項）
観光を中心
にした、各
産業間の連

携

（

第

５

節
）

皆

が

活

躍

で

き

る

持

続

可

能

な

村

づ

く

り

（第５項）
健全な財政

運営

（

第

４

節
）

産

業

振

興

に

よ

る

魅

力

・

活

力

の

あ

る

村

づ

く

り

（第４項）
効率的な
行政運営
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（第１項）
すばらしい自然・景観・環境の保全と
創出 27,126 11,312 0 0 0 0 11,312 9,457 0 0 0 0 9,457 6,357 0 0 0 0 6,357

（第２項） 持続可能な「循環型社会」の
創出

431,296 143,342 0 0 0 0 143,342 143,977 0 0 0 0 143,977 143,977 0 0 0 0 143,977

（第３項）
地球温暖化防止対策

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（第４項）
水資源の確保・保全と上下水道の整
備 408,355 176,165 5,364 5,364 0 0 165,437 116,095 5,364 5,364 0 0 105,367 116,095 5,364 5,364 0 0 105,367

（第５項）
自然と調和した居住環境の整備

25,800 13,800 0 0 0 0 13,800 12,000 0 0 0 0 12,000 0 0 0 0 0 0

（第６項）
人にやさしい道路・ネットワークの整備

445,463 174,133 39,114 0 22,200 896 111,923 137,215 17,490 0 7,506 1,550 110,669 134,115 31,360 0 17,221 735 84,799

（第７項）
安心して暮らせる村づくり

171,126 103,110 910 330 91,600 0 10,270 32,945 910 330 19,800 0 11,905 35,071 910 330 500 0 33,331

（第１項）
生涯学習の体系化と機会の充実

36,105 6,035 0 0 0 0 6,035 6,035 0 0 0 0 6,035 24,035 0 0 0 0 24,035

（第２項）
豊かな人間形成をめざした教育の推
進 431,011 118,893 21,845 3,009 34,560 0 59,479 65,172 2,721 3,121 0 0 59,330 246,946 69,387 3,121 119,970 0 54,468

（第３項）
芸術文化活動と地域文化の振興

151,194 59,859 5,253 315 0 0 54,291 31,296 5,500 330 5,650 0 19,816 60,039 5,500 330 33,291 0 20,918

（第４項）
スポーツ・レクリエーション交流の推進

4,600 4,600 0 0 0 0 4,600 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（第５項）
交流による地域づくり

12,213 4,071 0 0 0 1,000 3,071 4,071 0 0 0 1,000 3,071 4,071 0 0 0 1,000 3,071

（第６項）
男女共同参画の社会づくり

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（第７項）
本村への若い人の流れをつくる村づく
り 36,458 13,926 0 0 0 12,860 1,066 11,266 0 0 0 8,000 3,266 11,266 0 0 0 8,000 3,266

（第１項）
地域で支え合い健やかに生きる

652,439 224,929 4,948 1,385 0 23,556 195,040 213,755 4,948 1,385 0 23,556 183,866 213,755 4,948 1,385 0 23,556 183,866

（第２項）
きめ細やかな高齢者福祉の推進

609,783 180,443 0 0 0 16,301 164,142 201,751 0 0 0 16,375 185,376 227,589 0 0 0 16,375 211,214

（第３項）
障がい者の自立と社会参加の促進

484,865 162,145 66,793 36,657 0 0 58,695 161,360 67,280 36,741 0 0 57,339 161,360 67,280 36,741 0 0 57,339

（第４項） 結婚・出産・子育てできる環
境づくり

1,024,651 258,311 98,262 29,415 0 1,179 129,455 519,170 99,448 29,710 0 1,107 388,905 247,170 99,448 29,710 0 1,107 116,905

実　　施　　計　　画　　総　　括　　表
（単位：千円）

項　　　  　　　　目
Ｈ31～Ｈ33
事業費計

平 成 31 年 度 平 成 32 年 度 平 成 33 年 度

事業費
左　の　財　源　内　訳

事業費
左　の　財　源　内　訳

事業費
左　の　財　源　内　訳

国支出金 県支出金 地方債
その他

特定財源
一般財源 国支出金 県支出金 県支出金 地方債

その他
特定財源

一般財源地方債
その他

特定財源
一般財源 国支出金

（
第
１
節

）
人
と
自
然
を
大
切
に
し
た

美
し
く
住
み
よ
い
村
づ
く
り

（
第
３
節

）
健
康
と
し
あ
わ
せ

を
誇
れ
る
健
康
・
福
祉

・
子
育
て
の
村
づ
く
り

（
第
２
節

）
人
と
文
化
を
育
み

、
本
村
へ
の

若
い
人
の
流
れ
を
つ
く
る
村
づ
く
り
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（単位：千円）

項　　 　　　目
Ｈ31～Ｈ33
事業費計

平 成 31 年 度 平 成 32 年 度 平 成 33 年 度

事業費
左　の　財　源　内　訳

事業費
左　の　財　源　内　訳

事業費
左　の　財　源　内　訳

国支出金 県支出金 地方債
その他

特定財源
一般財源 国支出金 県支出金 県支出金 地方債

その他
特定財源

一般財源地方債
その他

特定財源
一般財源 国支出金

（第１項）
原村の特色を生かした農林業振興

757,774 429,982 206,130 96,260 28,600 19,225 79,767 163,446 70,115 37,308 2,400 3,762 49,861 164,346 65,406 40,517 2,400 7,452 48,571

（第２項）
観光を中心にした、各産業間の連携

73,442 26,724 0 0 0 0 26,724 23,359 0 0 0 0 23,359 23,359 0 0 0 0 23,359

（第３項）
「原村ブランド」を活かした観光振興

195,760 48,092 0 0 0 0 48,092 71,404 0 0 0 0 71,404 76,264 15,000 0 0 0 61,264

（第４項） 広域連携による観光振興

19,230 6,410 0 0 0 0 6,410 6,410 0 0 0 0 6,410 6,410 0 0 0 0 6,410

（第５項）
工業振興と企業誘致

516,900 172,300 0 0 0 0 172,300 172,300 0 0 0 0 172,300 172,300 0 0 0 0 172,300

（第６項）
商業・サービス業の振興

900 300 0 0 0 0 300 300 0 0 0 0 300 300 0 0 0 0 300

（第７項）
雇用・勤労者対策の推進

15,000 5,000 0 0 0 0 5,000 5,000 0 0 0 0 5,000 5,000 0 0 0 0 5,000

（第１項）
公民協働の村づくりの推進

50,073 16,691 0 0 0 0 16,691 16,691 0 0 0 0 16,691 16,691 0 0 0 0 16,691

（第２項）
開かれた村政の推進

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

（第３項）
 広域行政の推進

60,509 27,247 0 0 0 0 27,247 16,631 0 0 0 0 16,631 16,631 0 0 0 0 16,631

（第４項）
 効率的な行政運営

132,305 48,387 0 0 0 0 48,387 41,959 0 0 0 0 41,959 41,959 0 0 0 0 41,959

（第５項）
 健全な財政運営

16,498 6,998 0 0 0 0 6,998 4,750 0 0 0 0 4,750 4,750 0 0 0 0 4,750

6,790,876 2,443,205 448,619 172,735 176,960 75,017 1,569,874 2,187,815 273,776 114,289 35,356 55,350 1,709,044 2,159,856 364,603 117,498 173,382 58,225 1,446,148

（
第
５
節

）
皆
が
活
躍
で
き
る

持
続
可
能
な
村
づ
く
り

合　 　計

（
第
４
節

）
産
業
振
興
に
よ
る
魅
力

・
活
力
の
あ
る
村
づ
く
り
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（事業別調書）

（単位：千円）

（第１項）すばらしい自然・景観・環境の保全と創出
２．美しい景観の保全と創
出

２．美しい景観の保全と創
出

２．美しい景観の保全と創
出

４．道路・河川の美化運
動の推進

５．環境にやさしい公共
事業

①景観法に基づく景観計
画の策定

②美しい村づくりへの取
組み

②美しい村づくりへの取
組み

③環境維持事業の推進 ②道路の支障木の伐採

環境係 企画振興係 企画振興係 環境係 建設係

原村景観計画策定事業 美しい村連合事業 美しい村連合事業 特定外来植物駆除作業 村道等支障木伐採業務

景観条例の策定及び景
観計画の策定による景観
行政団体への移行

「日本で最も美しい村」連
合への加盟に伴う連合及
び加盟のPR活動、住民
主体で地域資源である
「豊かな自然と農地が調
和した農村景観」等を
守っていくための組織づ
くり

おらほうの村づくり事業
（景観・美化事業分）
地域や団体による景観・
美化活動への補助
経費の4分の3以内、上限
100万円

村内の繁茂場所におい
て、駆除作業を行う

道路等の交通の支障とな
る立木の伐採を計画的に
行う

7.5.1 2.1.11 2.1.11 4.1.5 7.1.2

Ｈ30～Ｈ32 Ｈ27～継続 Ｈ14～継続 Ｈ28～継続 継続

8,600

6,000 6,684 3,000 264 8,000

基礎調査、住民アンケー
トの実施、景観計画区域
の決定、策定委員会の設
置運営、ワークショップの
実施、計画(素案)の作
成、庁内委員会の運営

・会議、講演会、フォトコン
テストほか
・連合ﾛｺﾞﾏｰｸPR
・総会、視察研修

おらほうの村づくり事業
（景観・美化事業分）

村内の繁茂場所におい
て、駆除作業を行う

村道等の支障木の伐採

2,900 2,228 1,000 88 4,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 2,900 2,228 1,000 88 4,000
景観計画(案)の策定、景
観条例(案)の策定、長野
県との協議及び移行手続
き

・会議、講演会、フォトコン
テストほか
・連合ﾛｺﾞﾏｰｸPR
・総会、視察研修

おらほうの村づくり事業
（景観・美化事業分）

村内の繁茂場所におい
て、駆除作業を行う

村道等の支障木の伐採

3,100 2,228 1,000 88 2,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 3,100 2,228 1,000 88 2,000
・会議、講演会、フォトコン
テストほか
・連合ﾛｺﾞﾏｰｸPR
・総会、視察研修

おらほうの村づくり事業
（景観・美化事業分）

村内の繁茂場所におい
て、駆除作業を行う

村道等の支障木の伐採

2,228 1,000 88 2,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 2,228 1,000 88 2,000
なし なし なし なし なし

実 施 期 間

事 業 費

財
源
内
訳

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

施 策

事 業 名

具 体 的 な 施 策

担 当 係

備 考

（ 交 付 金 ・ 補 助 金
及 び 起 債 等 の 名 称 ）

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

32

年

度

33

年

度

予算科目（款･項･目）

実 施 内 容

総 事 業 費

31～33年度事業費計

31

年

度
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

実 施 期 間

事 業 費

財
源
内
訳

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

施 策

事 業 名

具 体 的 な 施 策

担 当 係

備 考

（ 交 付 金 ・ 補 助 金
及 び 起 債 等 の 名 称 ）

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

32

年

度

33

年

度

予算科目（款･項･目）

実 施 内 容

総 事 業 費

31～33年度事業費計

31

年

度

（事業別調書）

（単位：千円）

（第１項）すばらしい自然・景観・環境の保全と創出
６．公害対策 ６．公害対策 ６．公害対策

①公害に対する監視体
制の強化と事業者及び住
民への意識啓発の推進

①公害に対する監視体
制の強化と事業者及び住
民への意識啓発の推進

②ごみの不法投棄、屋外
焼却の撲滅をめざしての
監視体制の強化と住民へ
の意識啓発

環境係 環境係 環境係

水質検査事業 浄化槽放流水に伴う河川
大腸菌群数影響検査

不法投棄物処理事業

農薬等の流出事故に対
し速やかに水質検査を行
い対策を講じる

浄化槽放流水に伴う河川
大腸菌群数影響検査

不法投棄された廃棄物
の、収集運搬及び処理

4.1.7 4.1.7 4.2.1

継続 Ｈ31 継続

55

990 55 2,133

農薬等の流出事故に対
し速やかに水質検査を行
い対策を講じる

浄化槽放流水に伴う河川
大腸菌群数影響検査

不法投棄された廃棄物
の、収集運搬及び処理

330 55 711

330 55 711
農薬等の流出事故に対
し速やかに水質検査を行
い対策を講じる

不法投棄された廃棄物
の、収集運搬及び処理

330 711

330 711
農薬等の流出事故に対
し速やかに水質検査を行
い対策を講じる

不法投棄された廃棄物
の、収集運搬及び処理

330 711

330 711
なし なし なし

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり
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（事業別調書）

（単位：千円）

（第２項）持続可能な「循環型社会」の創出
１．ごみの排出抑制とリサ
イクル

１．ごみの排出抑制とリサ
イクル

１．ごみの排出抑制とリサ
イクル

２．ごみ処理体制の広域
化

２．ごみ処理体制の広域
化

①ごみの分別排出の徹
底とごみ排出抑制に対す
る住民意識の啓発

⑤3R（発生抑制、再使
用、再利用）運動の推進

⑤3R（発生抑制、再使
用、再利用）運動の推進

①広域体制によるごみ処
理施設建設の検討

①広域体制によるごみ処
理施設建設の検討

環境係 環境係 環境係 環境係 環境係

資源物の分別収集事業 住民による資源物回収及
び不要食器の回収、再資
源化事業

剪定木破砕チップ化事業 南諏衛生施設組合負担
金

可燃物の収集運搬事業

資源物の収集運搬、中間
処理委託、再資源化処理
委託

住民団体主導による資源
物の回収及び、不要食器
の回収・再資源化

庭木の手入れ等で出る枝
木等の剪定木をチップ化
して再利用を促進する

不燃物・粗大ごみ・資源
ビンの収集運搬、資源化
処理、し尿処理施設の管
理運営、粗大ごみ処理施
設の管理運営、最終処分
場の管理

可燃物の収集運搬

4.2.1 4.2.1 4.2.1 4.2.1 4.2.1

Ｈ23～継続 Ｈ23～継続 Ｈ19～継続 Ｓ49～継続 継続

20,865 2,154 12,312 188,457 21,594

資源物の収集運搬、中間
処理委託、再資源化処理
委託

住民団体主導による資源
物の回収及び、不要食器
の回収・再資源化

庭木の手入れ等で出る枝
木等の剪定木をチップ化
して再利用を促進する

不燃物・粗大ごみ・資源
ビンの収集運搬、資源化
処理、し尿処理施設の管
理運営、粗大ごみ処理施
設の管理運営、最終処分
場の管理

可燃物の収集運搬

6,955 718 4,104 62,457 7,194

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 6,955 718 4,104 62,457 7,194
資源物の収集運搬、中間
処理委託、再資源化処理
委託

住民団体主導による資源
物の回収及び、不要食器
の回収・再資源化

庭木の手入れ等で出る枝
木等の剪定木をチップ化
して再利用を促進する

不燃物・粗大ごみ・資源
ビンの収集運搬、資源化
処理、し尿処理施設の管
理運営、粗大ごみ処理施
設の管理運営、最終処分
場の管理

可燃物の収集運搬

6,955 718 4,104 63,000 7,200

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 6,955 718 4,104 63,000 7,200
資源物の収集運搬、中間
処理委託、再資源化処理
委託

住民団体主導による資源
物の回収及び、不要食器
の回収・再資源化

庭木の手入れ等で出る枝
木等の剪定木をチップ化
して再利用を促進する

し尿処理施設の管理運
営、粗大ごみ処理施設の
管理運営、最終処分場の
管理

可燃物の収集運搬

6,955 718 4,104 63,000 7,200

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 6,955 718 4,104 63,000 7,200
平成33年度(2021年度)に
は新リサイクルセンターが
稼働予定であり、稼働後
は資源物の収集品目及
び収集ルートの大幅な見
直しがあるため、平成33
年度の事業費は見込み
額

なし なし 平成33年度(2021年度)
以降は、新リサイクルセン
ターが稼働予定であり、
その場合、し尿処理施設
のみの管理運営となるた
め、平成33年度の事業費
は見込み額

なし

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

32

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

33

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

実 施 期 間

総 事 業 費

31～33年度事業費計

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

担 当 係

予算科目（款･項･目）
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

32

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

33

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

実 施 期 間

総 事 業 費

31～33年度事業費計

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

担 当 係

予算科目（款･項･目）

（事業別調書）

（単位：千円）

（第２項）持続可能な「循環型社会」の創出
２．ごみ処理体制の広域
化

①広域体制によるごみ処
理施設建設の検討

環境係

諏訪南行政事務組合負
担金(可燃ごみ焼却施設)

諏訪南清掃センター運営

4.2.1

Ｈ11～継続

185,914

諏訪南清掃センター運営

61,914

61,914
諏訪南清掃センター運営

62,000

62,000
諏訪南清掃センター運営

62,000

62,000
平成31年度(2019年度)よ
り新リサイクルセンターの
工事が始まり、そのため
起債等を利用するための
平成32年度(2020年度)
以降は大幅な負担金の
増額が見込まれる

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり
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（事業別調書）

（単位：千円）

（第４項）水資源の確保・保全と上下水道の整備
２．給水施設の整備と施
設の有効利用

２．給水施設の整備と施
設の有効利用

２．給水施設の整備と施
設の有効利用

３．水質保全と生活排水
浄化施設の整備

３．水質保全と生活排水
浄化施設の整備

②老朽管の布設替えの
実施

③災害に強い水道設備
の整備

その他 ①河川等の水質検査の
継続実施

③下水道整備区域外の
し尿・生活排水の処理

上下水道係 上下水道係 上下水道係 環境係 環境係

上水道事業 上水道事業 上水道事業 村内河川等の水質検査
事業

原村合併処理浄化槽設
置補助金交付事業

送配水管布設替
（ビニール管）
Ｌ≒15ｋｍ

停電が起こった場合の非
常用発電機設置の設置

管路台帳システムにより
埋設管を管理し、維持管
理、緊急対応できるよう構
築する

村内主要5河川33地点で
の水質検査

高度処理型浄化槽の設
置にかかる費用への補助

水道事業会計 水道事業会計 水道事業会計 4.1.7 4.1.7

継続 Ｈ31 Ｈ31 継続 Ｈ7～継続

8,000 12,000

104,600 8,000 12,000 759 48,276

配水管布設替
（原山地区）

停電が起こった場合の非
常用発電機設置の設置
第3水源

水道管路台帳システム構
築

村内主要5河川33地点で
の水質検査

高度処理型浄化槽の設
置にかかる費用への補助
5人槽(444,000円)×24基
7人槽(486,000円)×10基
10人槽(576,000円)×1基

64,600 8,000 12,000 253 16,092

国 庫 支 出 金 5,364

県 支 出 金 5,364

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 64,600 8,000 12,000 253 5,364
配水管布設替
（中新田地区）

村内主要5河川33地点で
の水質検査

高度処理型浄化槽の設
置にかかる費用への補助
5人槽(444,000円)×24基
7人槽(486,000円)×10基
10人槽(576,000円)×1基

20,000 253 16,092

国 庫 支 出 金 5,364

県 支 出 金 5,364

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 20,000 253 5,364
配水管布設替
（中新田地区）

村内主要5河川33地点で
の水質検査

高度処理型浄化槽の設
置にかかる費用への補助
5人槽(444,000円)×24基
7人槽(486,000円)×10基
10人槽(576,000円)×1基

20,000 253 16,092

国 庫 支 出 金 5,364

県 支 出 金 5,364

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 20,000 253 5,364
なし なし なし なし なし

31～33年度事業費計

事 業 費

32

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

事 業 費

31

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

31～33年度事業費計

事 業 費

32

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

事 業 費

31

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（単位：千円）

（第４項）水資源の確保・保全と上下水道の整備
３．水質保全と生活排水
浄化施設の整備

４．下水道事業の運営管
理

４．下水道事業の運営管
理

４．下水道事業の運営管
理

４．下水道事業の運営管
理

③下水道整備区域外の
し尿・生活排水の処理

④健全経営の推進 ④健全経営の推進 ④健全経営の推進 ④健全経営の推進

環境係 上下水道係 上下水道係 上下水道係 上下水道係

原村排水処理施設設置
補助金交付事業

下水道事業 下水道事業 下水道事業 下水道事業

浄化槽放流水を敷地内
で処理するための排水処
理施設(トレンチ)設置に
かかる費用への補助

停電が起こった場合の非
常用発電機購入・更新

マンホールポンプ交換 管路調査及び管路修理 諏訪湖流域下水道
豊田終末処理場建設負
担金

4.1.7 下水道事業会計 下水道事業会計 下水道事業会計 下水道事業会計

Ｈ7～継続 継続 継続 継続 継続

7,350 43,500 29,700 20,000 22,670

浄化槽放流水を敷地内
で処理するための排水処
理施設(トレンチ)設置に
かかる費用への補助
70,000円×35基

非常用発電機購入
（大久保下）

マンホールポンプ交換
(工業団地下)

管路調査及び管路修理 諏訪湖流域下水道
豊田終末処理場建設負
担金

2,450 14,500 9,700 4,000 7,070

2,450 14,500 9,700 4,000 7,070
浄化槽放流水を敷地内
で処理するための排水処
理施設(トレンチ)設置に
かかる費用への補助
70,000円×35基

非常用発電機購入
（大久保上）

マンホールポンプ交換
(八ッ手)

管路調査及び管路修理 諏訪湖流域下水道
豊田終末処理場建設負
担金

2,450 14,500 10,000 8,000 7,800

2,450 14,500 10,000 8,000 7,800
浄化槽放流水を敷地内
で処理するための排水処
理施設(トレンチ)設置に
かかる費用への補助
70,000円×35基

非常用発電機購入
（工業団地下）

マンホールポンプ交換
(工業団地上)

管路調査及び管路修理 諏訪湖流域下水道
豊田終末処理場建設負
担金

2,450 14,500 10,000 8,000 7,800

2,450 14,500 10,000 8,000 7,800
なし なし なし なし なし

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

31～33年度事業費計

事 業 費

32

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

事 業 費

31

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（単位：千円）

（第４項）水資源の確保・保全と上下水道の整備
４．下水道事業の運営管
理

④健全経営の推進

上下水道係

下水道事業

諏訪湖流域下水道
維持管理（汚水処理）負
担金

下水道事業会計

継続

111,500

諏訪湖流域下水道
維持管理（汚水処理）負
担金

37,500

37,500
諏訪湖流域下水道
維持管理（汚水処理）負
担金

37,000

37,000
諏訪湖流域下水道
維持管理（汚水処理）負
担金

37,000

37,000
なし

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり
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（事業別調書）

（単位：千円）

（第５項）自然と調和した居住環境の整備
２．住宅対策の拡充 ２．住宅対策の拡充

①若者の移住・定住に寄
与する住宅新築への補
助

その他

環境係 環境係

若者定住促進事業 住宅リフォーム促進事業

若者が定住し人口の増
加を図るために、村内に
居住するために自ら住宅
を新築又は建売住宅を購
入した40歳未満の者に対
して補助金を交付する

村民が安心して住み続け
られる住まいづくり及び地
域経済の活性化を図る

2.1.11 2.1.11

Ｈ18～Ｈ32 Ｈ23～Ｈ31

24,000 1,800

若者定住促進新築住宅
補助

住宅リフォーム促進補助

12,000 1,800

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 12,000 1,800
若者定住促進新築住宅
補助

12,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 12,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源
平成33年(2021年)3月31
日で事業廃止

平成32年(2020年)3月31
日で事業廃止

なし

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

32

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

実 施 期 間

総 事 業 費

31～33年度事業費計

31

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

予算科目（款･項･目）

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり

項 目

施 策

具 体 的 な 施 策

担 当 係

事 業 名

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）
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（事業別調書）

（単位：千円）

（第６項）人にやさしい道路・ネットワークの整備
２．村道の維持管理と整
備促進

２．村道の維持管理と整
備促進

２．村道の維持管理と整
備促進

２．村道の維持管理と整
備促進

２．村道の維持管理と整
備促進

①茅野市、ＪＲ青柳駅へ
つながる道路の拡幅改良
（御狩野判之木線）

②中央道側道の拡幅改
良

③村道の計画的な整備
の促進

③村道の計画的な整備
の促進

③村道の計画的な整備
の促進

建設係 建設係 建設係 建設係 建設係

社会資本整備総合交付
金事業村道6187号線(判
之木御狩野線)拡幅改良
工事

村道2012号線（中央道側
道）拡幅改良工事

道路台帳補正業務 建設資材等支給事業 村道4552号線(中学校下)
改良舗装工事

未改良区間の整備により
青柳駅方面へのアクセス
が円滑化する。
L=70m W=5.5m

未改良区間の整備により
利便性が向上する。
L=100m W=7.0m

道路情報の更新･整理を
行い、道路行政の計画的
施行を実現する。

区等に砕石等建設資材
を支給することにより、住
民参加型の道路整備を
推進する。

道路改良により、地域住
民の利便性の向上を図
る。
L=70m W=4.0m

7.1.3 7.1.3 7.1.1 7.1.2 7.1.3

Ｈ31～Ｈ33 Ｈ33～Ｈ35 継続 Ｈ15～継続 Ｈ32～Ｈ34

25,000 23,000 10,000

25,000 3,000 11,500 11,591 3,000

測量設計 関係者との交渉 道路台帳補正業務 砕石等の道路維持資材
の支給

10,000 3,500 5,591

国 庫 支 出 金 5,300

県 支 出 金

地 方 債 4,200

そ の 他 特 財

一 般 財 源 500 3,500 5,591
用地補償 関係者との交渉 道路台帳補正業務 砕石等の道路維持資材

の支給
測量設計

5,000 4,000 3,000 2,500

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財 125

一 般 財 源 5,000 4,000 3,000 2,375
改良舗装工事 測量設計 道路台帳補正業務 砕石等の道路維持資材

の支給
用地補償

10,000 3,000 4,000 3,000 500

国 庫 支 出 金 5,300 1,749

県 支 出 金

地 方 債 4,200 1,125

そ の 他 特 財 25

一 般 財 源 500 126 4,000 3,000 475
茅野市との調整により社
会資本整備総合交付金

補助事業の検討 なし なし なし

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

32

年

度

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

33

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

担 当 係

予算科目（款･項･目）

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

実 施 期 間

総 事 業 費

31～33年度事業費計
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

32

年

度

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

33

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

担 当 係

予算科目（款･項･目）

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

実 施 期 間

総 事 業 費

31～33年度事業費計

（事業別調書）

（単位：千円）

（第６項）人にやさしい道路・ネットワークの整備
２．村道の維持管理と整
備促進

２．村道の維持管理と整
備促進

２．村道の維持管理と整
備促進

２．村道の維持管理と整
備促進

２．村道の維持管理と整
備促進

③村道の計画的な整備
の促進

③村道の計画的な整備
の促進

③村道の計画的な整備
の促進

③村道の計画的な整備
の促進

③村道の計画的な整備
の促進

建設係 建設係 建設係 建設係 建設係

村道4555号線(イツミ下)
改良舗装工事

村道5083号線(八ﾂ手中
村道)改良舗装工事

村道5108号線(八ﾂ手中
村道縦道)改良舗装工事

村道5181号線(役場北)拡
幅改良工事

村道5218号線(旧焼肉
八ヶ岳東)改良舗装工事

道路改良により、地域住
民の利便性の向上を図
る。
L=180m W=5.0m

道路改良により、地域住
民の利便性の向上を図
る。
L=130m W=4.0m

道路改良により、地域住
民の利便性の向上を図
る。
L=90m W=4.0m

拡幅改良により、通学路
の改善と地域住民の利便
性を図る。
L=110m W=4.0m

道路改良により、地域住
民の利便性の向上を図
る。
L=250m W=4.0m

7.1.3 7.1.3 7.1.3 7.1.3 7.1.3

Ｈ33～Ｈ35 Ｈ27～Ｈ31 Ｈ33～Ｈ35 Ｈ33～Ｈ35 Ｈ32

25,000 31,694 11,000 21,500 20,000

5,000 17,931 2,500 4,000 20,000

基礎調査 電柱移転
改良舗装工事

登記調査 地元確認

17,931

896

17,035
意向調査
地権者交渉

同意確認 登記調査 改良舗装工事

20,000

1,000

19,000
測量設計 測量設計 測量設計

5,000 2,500 4,000

2,915

1,876

125 200

209 2,375 3,800
補助事業の検討 なし なし なし なし

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

32

年

度

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

33

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

担 当 係

予算科目（款･項･目）

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

実 施 期 間

総 事 業 費

31～33年度事業費計

（事業別調書）

（単位：千円）

（第６項）人にやさしい道路・ネットワークの整備
２．村道の維持管理と整
備促進

２．村道の維持管理と整
備促進

２．村道の維持管理と整
備促進

２．村道の維持管理と整
備促進

２．村道の維持管理と整
備促進

③村道の計画的な整備
の促進

③村道の計画的な整備
の促進

③村道の計画的な整備
の促進

③村道の計画的な整備
の促進

④道路等の老朽化対策

建設係 建設係 建設係 建設係 建設係

村道5440号線(はなみず
きの里北)改良舗装工事

村道5590号線(おらほう
ガーデン北)改良舗装工
事

村道6388号線(オートパ
ル富士見北)改良舗装工
事

認定外道路(深山の里奥
橋梁架設工事)

道路維持補修工事

道路改良により、地域住
民の利便性の向上を図
る。
L=110m W=4.0m

道路改良により、地域住
民の利便性の向上を図
る。
L=180m W=4.5m

道路改良により、地域住
民の利便性の向上を図
る。
L=200m W=5.0m

芳原川への橋梁架設に
より袋地を解消し、地域
住民の利便性の向上を
図る。
橋梁架設関連 L=50m

道路補修
側溝補修
オーバーレイ
パッチング

7.1.3 7.1.3 7.1.3 7.1.3 7.1.2

Ｈ33～Ｈ35 Ｈ32 Ｈ33～Ｈ35 Ｈ32～Ｈ34 継続

13,200 13,000 25,000 19,000

3,700 13,000 6,700 4,000 85,350

相続登記処理 地元確認 地権者交渉 地元調整 道路補修
側溝補修
オーバーレイ
パッチング

25,350

25,350
相続登記処理 改良舗装工事 地権者交渉 測量設計 道路補修

側溝補修
オーバーレイ
パッチング

13,000 2,000 30,000

325 100

12,675 1,900 30,000
測量設計 測量設計 用地･物件移転補償 道路補修

側溝補修
オーバーレイ
パッチング

3,700 6,700 2,000 30,000

3,906

2,514

185 100

3,515 280 1,900 30,000
なし なし 補助事業の検討 地区要望、関連区等意見

検討中
なし

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり

19



国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

32

年

度

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

33

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

担 当 係

予算科目（款･項･目）

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

実 施 期 間

総 事 業 費

31～33年度事業費計

（事業別調書）

（単位：千円）

（第６項）人にやさしい道路・ネットワークの整備
２．村道の維持管理と整
備促進

２．村道の維持管理と整
備促進

２．村道の維持管理と整
備促進

２．村道の維持管理と整
備促進

３．交通安全と道路環境
の整備

④道路等の老朽化対策 ④道路等の老朽化対策 ④道路等の老朽化対策 ⑤橋梁長寿命化修繕計
画に基づいた橋梁の保
全

②安定的・継続的な除雪
体制の確保

建設係 建設係 建設係 建設係 建設係

村道2016号線(ズームライ
ン深山交差点東)舗装修
繕工事

防災･安全交付金事業
橋梁定期点検

村道4270号線菖蒲沢2号
橋架け替え工事

防災･安全交付金事業
村道7080号線(ペンション
農場線)弓振15号橋架け
替え工事

村道除雪委託
村道融雪剤散布委託

主要幹線道路の修繕を
行い、機能改善を図る。
L=1,200m W=6.5m

義務化されている道路橋
の定期点検を計画的に
行い、適切な修繕計画等
を構築する。
橋梁定期点検 124橋

橋梁点検結果と地元要望
を精査し、必要な措置を
する。

橋梁点検により早急に対
策すべきものについて更
新又は修繕工事を行う。

村道の除雪と融雪剤の散
布を効果的に行い、冬季
の交通に対応する。

7.1.3 7.1.3 7.1.3 7.1.3 7.1.2

Ｈ32～Ｈ33 Ｈ31～Ｈ35 Ｈ33～Ｈ34 Ｈ25～Ｈ31 継続

40,000 54,376 17,000 124,166

40,000 30,000 2,000 72,166 33,000

橋梁定期点検　31橋 長寿命化修繕計画との調
整

橋梁工事(上部工他)
同 監理委託

村道除雪委託
村道融雪剤散布委託

10,000 72,166 11,000

5,830 27,984

18,000

4,170 26,182 11,000
舗装再生工事 橋梁定期点検　31橋 基本調査 村道除雪委託

村道融雪剤散布委託

20,000 10,000 11,000

11,660 5,830

7,506

834 4,170 11,000
舗装再生工事 橋梁定期点検　31橋 測量設計 村道除雪委託

村道融雪剤散布委託

20,000 10,000 2,000 11,000

11,660 5,830

7,506

100

834 4,170 1,900 11,000
補助事業の検討 防災･安全交付金 定期点検結果等を踏まえ

て検討
防災･安全交付金
公共事業等債

なし

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

32

年

度

事 業 費

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

33

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

担 当 係

予算科目（款･項･目）

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

実 施 期 間

総 事 業 費

31～33年度事業費計

（事業別調書）

（単位：千円）

（第６項）人にやさしい道路・ネットワークの整備
４．公共交通の充実

②他の公共交通との連携
の検討

企画振興係

公共交通推進事業

茅野市・原村地域公共交
通総合連携計画に基づく
運行実施・評価

2.1.11

Ｈ22～継続

52,025

本運行、計画、評価
・原村循環線（通学通勤
支援便・循環線）
・穴山・原村線
バス停更新 1,880

18,595

18,595
本運行、計画、評価
・原村循環線（通学通勤
支援便・循環線）
・穴山・原村線

16,715

16,715
本運行、計画、評価
・原村循環線（通学通勤
支援便・循環線）
・穴山・原村線

16,715

16,715
なし

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり
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（事業別調書）

（単位：千円）

（第７項）安心して暮らせる村づくり
１．消防力の強化 １．消防力の強化 １．消防力の強化 ３．防災体制・対策強化 ３．防災体制・対策強化

③消防車両の更新 その他 その他 ②連携体制の強化 ③防災対策の強化

消防係 消防係 消防係 総務係 環境係

消防団ポンプ車等更新
事業

高機能指令センター整備
及び消防救急デジタル無
線整備

屯所建替え整備事業 原村防災行政無線（移動
系）更新事業

原村危険ブロック塀等除
去補助金交付事業

車両更新計画に基づき
消防車両の更新を図る。

高機能指令センター整備
及び消防救急デジタル無
線整備
（負担金支出先：諏訪広
域連合）

屯所建替えにより耐震化
を図り地域防災の拠点を
整備する。

現在村で整備されている
アナログ無線設備
（400MHz帯のアナログ方
式の周波数）の使用期限
は平成34年11月30日ま
でとなっているため、デジ
タル無線設備への移行。

地震によるブロック塀等
の倒壊による通行人の被
害を未然に防止し、その
安全を確保する

8.1.3 8.1.1 8.1.3 8.1.5 8・1・5

Ｈ28～継続 Ｈ28～Ｈ36 Ｈ31～継続 Ｈ30～Ｈ31 Ｈ30～Ｈ33

73,331 110,510 1,500

13,300 27,375 18,480 82,135 1,500

小型動力ポンプ付積載
車１台（第２分団器具置
場）

負担金支出 第１分団八ッ手屯所建替
え工事実施設計

工事 所有者が行うブロック塀
等の除去工事にかかる費
用への補助

9,300 9,125 730 82,135 500

国 庫 支 出 金 250

県 支 出 金

地 方 債 8,800 700 82,100

そ の 他 特 財

一 般 財 源 500 9,125 30 35 250
軽積載車１台（第４分団
南器具置場）

負担金支出 第１分団八ッ手屯所建替
え工事

所有者が行うブロック塀
等の除去工事にかかる費
用への補助

4,000 9,125 17,000 500

国 庫 支 出 金 250

県 支 出 金

地 方 債 3,800 16,000

そ の 他 特 財

一 般 財 源 200 9,125 1,000 250
負担金支出 第4分団第２機関屯所建

替え工事実施設計
所有者が行うブロック塀
等の除去工事にかかる費
用への補助

9,125 750 500

国 庫 支 出 金 250

県 支 出 金

地 方 債 500

そ の 他 特 財

一 般 財 源 9,125 250 250
緊急防災・減災事業
防災対策事業債

なし Ｈ31・32
緊急防災・減災事業
防災対策事業債

Ｈ33
防災対策事業債
防災基盤整備事業

緊急防災・減災事業
防災対策事業債

平成34年(2022年)3月31
日廃止

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり

項 目

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

担 当 係

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

31～33年度事業費計

総 事 業 費

31

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

32

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

事 業 費

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

項 目

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

担 当 係

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

31～33年度事業費計

総 事 業 費

31

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

32

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

事 業 費

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

（事業別調書）

（単位：千円）

（第７項）安心して暮らせる村づくり
３．防災体制・対策強化 ３．防災体制・対策強化 ３．防災体制・対策強化 ５．治山事業と河川改修

の推進

③防災対策の強化 ⑤住宅等建築物の耐震
診断・耐震改修の促進

⑤住宅等建築物の耐震
診断・耐震改修の促進

①危険箇所の把握と出水
後のパトロールの実施

総務係 環境係 環境係 建設係

防災倉庫整備事業 原村耐震診断士派遣事
業

原村耐震改修補助金交
付事業

金山沢川(中央道東)護岸
設置工事

防災備蓄品を一元的に
保管・管理し、災害発生
時に迅速な体制を構築
するために防災倉庫を整
備する。

地震に対する建築物の
安全性に関する意識の
啓発及び耐震改修の実
施の促進を図り、もって地
震による建築物の被害を
防止する

地震に対する建築物の
安全性の向上を図ること
により、災害に強いまち
づくりを推進する

河川護岸を設置すること
により、法面の崩落防止
と災害対策とする。

8.1.5 8・1・5 8・1・5 7.2.1

Ｈ33 Ｈ15～継続 Ｈ15～継続 Ｈ32～Ｈ33

15,876 8,500

15,876 960 3,000 8,500

昭和56年5月31日以前に
着工された木造住宅及び
村が指定した避難施設で
耐震診断を行う

耐震診断において、「倒
壊する可能性がある」と判
定された家屋等の補強工
事又は建替えにかかる費
用への補助

基礎調査
茅野市との調整

320 1,000

160 500

80 250

80 250
昭和56年5月31日以前に
着工された木造住宅及び
村が指定した避難施設で
耐震診断を行う

耐震診断において、「倒
壊する可能性がある」と判
定された家屋等の補強工
事又は建替えを促進する

測量設計

320 1,000 1,000

160 500

80 250

80 250 1,000
防災倉庫建設 昭和56年5月31日以前に

着工された木造住宅及び
村が指定した避難施設で
耐震診断を行う

耐震診断において、「倒
壊する可能性がある」と判
定された家屋等の補強工
事又は建替えを促進する

本工事

15,876 320 1,000 7,500

160 500

80 250

15,876 80 250 7,500
なし なし なし なし

（第１節）人と自然を大切にした美しく住み良い村づくり
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（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村へ若い人の流れをつくる村づくり

（単位：千円）

（第１項）生涯学習の体系化と機会の充実
２．図書館施設の充実と
利用促進

２．図書館施設の充実と
利用促進

５．生涯学習・社会教育
施設の充実

５．生涯学習・社会教育
施設の充実

①図書館の施設・環境の
整備（幅広い資料の収
集、ネットワークの充実、
居心地の良い環境づく
り）

②諏訪広域図書館情報
ネットワークシステムの充
実及び定住自立圏との連
携

①中央公民館の改修や
維持補修による利便性の
向上

その他

図書館 図書館 生涯学習係 生涯学習係

図書資料購入 図書館情報ネットワーク 中央公民館エアコン設置
事業

公用車更新

幅広い資料を収蔵し、６
市町村のネットワークを活
用してニーズにあった資
料提供を行う。

諏訪広域６市町村の図書
館間での相互貸借を行
い、資料の有効活用を図
るとともに利用者の幅広
いニーズに応える。

中央公民館の利便性向
上のため、エアコン又は
扇風機を設置する。

公用車の購入から16年経
過しているため、公用車
の更新を図る。

9.4.4 9.4.4 9.4.2 9.4.1

継続 継続 Ｈ33 Ｈ33

15,000 3,000

13,500 4,605 15,000 3,000

図書資料購入 保守料　791
使用料　744

4,500 1,535

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 4,500 1,535
図書資料購入 保守料　791

使用料　744

4,500 1,535

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 4,500 1,535
図書資料購入 保守料　791

使用料　744
中央公民館の講堂、各会
議室にエアコン又は扇風
機の設置

普通自動車購入（６人乗
りハイブリッド車１台）

4,500 1,535 15,000 3,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 4,500 1,535 15,000 3,000
なし なし なし なし

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

実 施 内 容

担 当 係

予算科目（款･項･目）

31

年

度

事 業 費

施 策

具 体 的 な 施 策

実 施 期 間

事 業 名

32

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

総 事 業 費

事 業 費

財
源
内
訳

31～33年度事業費計

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費
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（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村へ若い人の流れをつくる村づくり

（単位：千円）

（第２項）豊かな人間形成をめざした教育の推進
１．学校施設の整備充実 １．学校施設の整備充実 １．学校施設の整備充実 １．学校施設の整備充実 １．学校施設の整備充実

①小・中学校非構造部材
の耐震化工事

②小・中学校環境整備 ②小・中学校環境整備 ②小・中学校環境整備 ③中学校プール改修の
検討

総務・学校教育係 総務・学校教育係 総務・学校教育係 総務・学校教育係 総務・学校教育係

原小学校体育館天井脱
落対策（学校施設環境改
善交付金　防災機能強化
事業）

原小学校管理棟改修工
事

原小学校　給食調理器具
整備

原中学校　給食調理器具
整備

中学校プール改築工事
（学校施設環境改善交付
金　学校体育諸施設整備
事業）

平成25年8月建築基準法
改正による非構造部材
（吊り天井）脱落防止対策

管理棟の外壁、屋根を塗
装する。

給食調理器具のうち回転
釜１機を温度調整・過熱
防止機能付きのものに入
れ替える

給食調理器具のうち回転
釜１機を温度調整・過熱
防止機能付きのものに入
れ替える

中学校プール老朽化に
伴う改築工事

9.1.3 9.1.3 9.2.3 9.3.3 9.1.3

Ｈ29～Ｈ31 Ｈ32 Ｈ32 Ｈ32 Ｈ32～Ｈ33

8,000 1,200 1,200 214,200

59,338 8,000 1,200 1,200 214,200

原小学校体育館天井脱
落対策
・工事　57,710
・監理業務　1,628

59,338

国 庫 支 出 金 19,236

県 支 出 金

地 方 債 34,560

そ の 他 特 財

一 般 財 源 5,542
管理棟外壁、屋根塗装工
事　8,000

回転釜入替　1機 回転釜入替　1機 中学校プール改築工事
・実施設計　9,000

8,000 1,200 1,200 9,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 8,000 1,200 1,200 9,000
中学校プール改築工事
・工事　200,000
・監理業務　5,200

205,200

国 庫 支 出 金 66,666

県 支 出 金

地 方 債 119,970

そ の 他 特 財

一 般 財 源 18,564
【国庫支出金】学校施設環
境改善交付金　防災機能強
化事業　補助率1/3

【地方債】学校教育施設等
整備事業債　充当率90％

個別施設計画による起債
を検討。
公共施設等適正管理推
進事業債

なし なし 【国庫支出金】学校施設環
境改善交付金 学校体育諸
施設整備事業　補助率1/3

【地方債】学校教育施設等
整備事業債　充当率90％

項 目

施 策

担 当 係

具 体 的 な 施 策

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

総 事 業 費

財
源
内
訳

31～33年度事業費計

事 業 費

実 施 内 容

財
源
内
訳

32

年

度

実 施 内 容

31

年

度

事 業 費

実 施 内 容

33

年

度

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

事 業 費
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

項 目

施 策

担 当 係

具 体 的 な 施 策

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

総 事 業 費

財
源
内
訳

31～33年度事業費計

事 業 費

実 施 内 容

財
源
内
訳

32

年

度

実 施 内 容

31

年

度

事 業 費

実 施 内 容

33

年

度

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

事 業 費

（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村へ若い人の流れをつくる村づくり

（単位：千円）

（第２項）豊かな人間形成をめざした教育の推進
１．学校施設の整備充実 １．学校施設の整備充実 １．学校施設の整備充実 １．学校施設の整備充実 １．学校施設の整備充実

④小・中学校の図書や教
材、教具等の整備充実

④小・中学校の図書や教
材、教具等の整備充実

④小・中学校の図書や教
材、教具等の整備充実

④小・中学校の図書や教
材、教具等の整備充実

⑤小・中学校周辺の環境
整備

総務・学校教育係 総務・学校教育係 総務・学校教育係 総務・学校教育係 総務・学校教育係

原小学校教育・校務用パ
ソコン入替

原中学校教育・校務用パ
ソコン入替

原小学校ICT整備事業 原中学校ICT整備事業 原中学校駐車場整備

原小学校教育用・校務用
パソコンリースおよび入替

原中学校教育用・校務用
パソコンリースおよび入替

原小学校ICT環境整備事
業
大型モニター・実物投影
機・学習用ﾀﾌﾞﾚｯﾄ・充電
保管庫・無線LANの整備

原中学校ICT環境整備事
業
大型モニター・実物投影
機・学習用ﾀﾌﾞﾚｯﾄ・充電
保管庫・無線LANの整備

現在の駐車場は土地の
賃貸借により使用してい
るが、近隣地が購入でき
たため造成し使用する。

9.2.1　 9.3.1 9.2.1 9.3.1 9.1.3

Ｈ28～Ｈ34 Ｈ28～Ｈ34 Ｈ31～Ｈ33 Ｈ31～Ｈ33 Ｈ31

9,131 7,171 9,900

9,168 15,426 9,131 7,171 9,900

校務用パソコン10台 6年
リース 4年目、同7台 6年
リース 1年目、教室用パソ
コン36台ﾀﾌﾞﾚｯﾄ8台職員
用3台 6年リース 6年目
図書館管理ｼｽﾃﾑ 6年ﾘｰ
ｽ3年目

教室用パソコン38台ﾀﾌﾞ
ﾚｯﾄ10台職員用10台 6年
リース 4年目
校務用パソコン13台 6年
リース 1年目
図書館管理ｼｽﾃﾑ 6年ﾘｰ
ｽ3年目

大型モニター6台　524
実物投影機6台 66
学習用ﾀﾌﾞﾚｯﾄ80台 3,140
充電保管庫(40台用)2台　
583　
無線LAN整備 1,650

大型モニター6台　524
実物投影機6台 66
学習用ﾀﾌﾞﾚｯﾄ40台 1,570
充電保管庫(40台用)1台　
292　
無線LAN整備 1,650

原中学校駐車場整備
・造成工事　9,900

3,056 5,142 5,974 4,102 9,900

3,056 5,142 5,974 4,102 9,900
校務用パソコン10台 6年
リース 5年目、同7台 6年
リース 2年目、教室用パソ
コン36台ﾀﾌﾞﾚｯﾄ8台職員
用3台 6年リース 1年目
図書館管理ｼｽﾃﾑ 6年ﾘｰ
ｽ4年目

教室用パソコン38台ﾀﾌﾞ
ﾚｯﾄ10台職員用10台 6年
リース 5年目
校務用パソコン13台 6年
リース 2年目
図書館管理ｼｽﾃﾑ 6年ﾘｰ
ｽ4年目

大型モニター6台　528
実物投影機6台 66
学習用ﾀﾌﾞﾚｯﾄ40台 1,672
充電保管庫(40台用)1台　
297

大型モニター6台　528
実物投影機6台 66
学習用ﾀﾌﾞﾚｯﾄ40台 1,672
充電保管庫(40台用)1台　
297

3,056 5,142 2,563 2,563

3,056 5,142 2,563 2,563
校務用パソコン10台 6年
リース 6年目、同7台 6年
リース 3年目、教室用パソ
コン36台ﾀﾌﾞﾚｯﾄ8台職員
用3台 6年リース 2年目
図書館管理ｼｽﾃﾑ 6年ﾘｰ
ｽ 5年目

教室用パソコン38台ﾀﾌﾞ
ﾚｯﾄ10台職員用10台 6年
リース 6年目
校務用パソコン13台 6年
リース 3年目
図書館管理ｼｽﾃﾑ 6年ﾘｰ
ｽ5年目

大型モニター6台　528
実物投影機6台 66

大型モニター5台　440
実物投影機6台 66

3,056 5,142 594 506

3,056 5,142 594 506
なし なし なし なし なし
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

項 目

施 策

担 当 係

具 体 的 な 施 策

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

総 事 業 費

財
源
内
訳

31～33年度事業費計

事 業 費

実 施 内 容

財
源
内
訳

32

年

度

実 施 内 容

31

年

度

事 業 費

実 施 内 容

33

年

度

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

事 業 費

（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村へ若い人の流れをつくる村づくり

（単位：千円）

（第２項）豊かな人間形成をめざした教育の推進
２．教育内容・方法の改
善充実

２．教育内容・方法の改
善充実

２．教育内容・方法の改
善充実

２．教育内容・方法の改
善充実

２．教育内容・方法の改
善充実

②小学校T・T講師、中学
校ALT講師の継続と中学
校T・T制の導入

③小学校へのALTの設
置に伴う外国語教育の推
進

⑥教職員の資質向上へ
の支援

⑥教職員の資質向上へ
の支援

⑦小中連携教育の強化

総務・学校教育係 総務・学校教育係 総務・学校教育係 総務・学校教育係 総務・学校教育係

原中学校ALT講師派遣
業務委託

原小学校ALT講師派遣
業務委託

スクールサポートスタッフ
配置

部活動指導員配置 教育指導主事配置

ALT講師派遣委託によ
り、生徒の英語力および
国際感覚の向上を図る

原小学校英語教育指導
の充実強化
・新学習指導要領実施に
伴う小学校の英語教育必
須教科化に向けた英語
教育の充実

授業以外の業務（書類の
整理、テスト等の印刷・配
布、教材・教具の準備・片
付け等）を補助的に行う
スクールサポートスタッフ
を配置し、教員の負担軽
減を図る。

部活動指導員を配置し、
教員の部活動指導の負
担軽減を図る。

小・中一貫校（分離型）に
よる小中一貫教育に向け
ての研究・推進

9.3.2 9.2.2 9.1.2 9.3.2 9.1.2

Ｈ27～継続 Ｈ27～継続 Ｈ31～継続 Ｈ31～継続 Ｈ30～継続

15,435 17,994 2,557 1,680 10,305

ALT講師派遣委託　1人 ALT講師派遣委託　1人 スクールサポートスタッフ　
1人

部活動指導員配置1人 教育指導主事の配置1人

5,145 5,998 365 336 3,435

112

112

5,145 5,998 365 112 3,435
ALT講師派遣委託　1人 ALT講師派遣委託　1人 スクールサポートスタッフ　

3人
部活動指導員配置2人 教育指導主事の配置1人

5,145 5,998 1,096 672 3,435

224

224

5,145 5,998 1,096 224 3,435
ALT講師派遣委託　1人 ALT講師派遣委託　1人 スクールサポートスタッフ　

3人
部活動指導員配置2人 教育指導主事の配置1人

5,145 5,998 1,096 672 3,435

224

224

5,145 5,998 1,096 224 3,435
なし なし なし 部活動指導員任用事業

【補助率　国1/3　県1/3】
なし
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

項 目

施 策

担 当 係

具 体 的 な 施 策

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

総 事 業 費

財
源
内
訳

31～33年度事業費計

事 業 費

実 施 内 容

財
源
内
訳

32

年

度

実 施 内 容

31

年

度

事 業 費

実 施 内 容

33

年

度

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

事 業 費

（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村へ若い人の流れをつくる村づくり

（単位：千円）

（第２項）豊かな人間形成をめざした教育の推進
２．教育内容・方法の改
善充実

３．地域社会との連携によ
る教育の充実

３．地域社会との連携によ
る教育の充実

⑨特別支援教育の充実 ⑥放課後における子ども
の自主的活動への支援

⑥放課後における子ども
の自主的活動への支援

総務・学校教育係 総務・学校教育係 生涯学習係

家庭教育相談員配置 学童クラブ運営 放課後子ども教室の運営

多様化する家庭支援のた
め専門的家庭教育相談
員を配置し、子ども・子育
て・家庭等の相談業務の
充実を図る。

保護者が就労等により家
庭が留守になる児童に対
して、正しい生活指導を
行うとともに、児童の保護
と健全な育成を図ってい
く。

児童の放課後における安
全安心な居場所を確保
し、自主的な活動を通じ
て、自主性、社会性、創
造性を育む場所とする。

9.1.2 9.1.5 9.4.1

Ｈ31～継続 継続 Ｈ19～継続

4,446 34,746 9,114

家庭教育相談員1人 臨時職員・嘱託職員賃金 小学校登校日に開設す
る放課後子ども教室
「原っ子広場」の運営

1,482 11,582 3,038

2,497

2,497 400

1482 6,588 2,638
家庭教育相談員1人 臨時職員・嘱託職員賃金 小学校登校日に開設す

る放課後子ども教室
「原っ子広場」の運営

1,482 11,582 3,038

2,497

2,497 400

1482 6,588 2,638
家庭教育相談員1人 臨時職員・嘱託職員賃金 小学校登校日に開設す

る放課後子ども教室
「原っ子広場」の運営

1,482 11,582 3,038

2,497

2,497 400

1482 6,588 2,638
なし 子ども・子育て支援事業

交付金【国1/3　県1/3】
放課後子ども教室推進事
業補助金
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（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村へ若い人の流れをつくる村づくり

（単位：千円）

（第３項）芸術文化活動と地域文化の振興
１．芸術・文化活動の充
実

２．遺跡の保存・整備と活
用

２．遺跡の保存・整備と活
用

２．遺跡の保存・整備と活
用

３．文化財の保存と活用

③八ヶ岳自然文化園及
び歴史民俗資料館（八ヶ
岳美術館）における文
化・芸術の活性化と集客
の促進

④「八ヶ岳縄文遺跡ベル
ト地帯」の発信

④「八ヶ岳縄文遺跡ベル
ト地帯」の発信

④「八ヶ岳縄文遺跡ベル
ト地帯」の発信

⑤原村の鏝絵（コテエ）の
保護と活用

文化財係 文化財係 文化財係 文化財係 文化財係

芸術・文化活動の充実 国史跡阿久遺跡用地買
上げ事業

原村文化財整理室移転
事業

地域の特色ある埋蔵文化
財活用事業

原村郷土館まてのくら屋
根葺き替え事業

清水多喜示作品研究及
び展示替や郷土の芸術
家の作品公開の場を設
け、美術館の活性化につ
なげる。
また、復元した土器で展
示替も行い八ヶ岳縄文文
化を発信する。

阿久遺跡を史跡公園とし
て整備し、保存公開活用
する。

文化財整理室の老朽化
及び耐震等の問題によ
り、旧JA柏木支所の改修
を行い、移転する。整理
環境の整備を行うことで、
原村の縄文文化を発信
する資料の整理・蓄積を
促進する。

発掘調査及び発掘調査
済みの再整理を行い、
八ヶ岳縄文文化を発信す
る。

原村の鏝絵を発信する拠
点施設であるまてのくらの
屋根の老朽化に伴い、葺
き替えを行う。原村の土
蔵を復元し、鏝絵の発信
と村民の意識の高揚を図
る。

9.4.6 9.4.5 9.4.3 9.4.3 9.4.3

Ｈ18～継続 Ｈ29～Ｈ32 Ｈ30～Ｈ31 Ｈ19～継続 Ｈ32

9,433 38,009 6,278

38,534 2,602 34,283 32,506 6,278

指定管理者に委託
美術館企画展への補助
金

史跡買上げ　
263.07㎡

改修工事
設計監理
通信設備工事
什器・備品

土器・石器・図面・写真等
の再整理及び公開

14,438 632 34,283 10,506

国 庫 支 出 金 5,253

県 支 出 金 315

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 14,438 632 34,283 4,938
指定管理者に委託 間伐事業　

2,984.27㎡
土器・石器・図面・写真等
の再整理及び公開

屋根葺き替え工事
屋根工事

12,048 1,970 11,000 6,278

国 庫 支 出 金 5,500

県 支 出 金 330

地 方 債 5,650

そ の 他 特 財

一 般 財 源 12,048 1,970 5,170 628
指定管理者に委託 土器・石器・図面・写真等

の再整理及び公開

12,048 11,000

国 庫 支 出 金 5,500

県 支 出 金 330

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 12,048 5,170
なし 現在、補助金事業等検討

中
なし 国宝重要文化財等保存・

活用事業補助金
個別施設管理計画による
起債を検討。
公共施設等適正管理推
進事業債

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

32

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

事 業 費

実 施 内 容

総 事 業 費

31～33年度事業費計

項 目

実 施 期 間

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

担 当 係
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

32

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

事 業 費

実 施 内 容

総 事 業 費

31～33年度事業費計

項 目

実 施 期 間

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

担 当 係

（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村へ若い人の流れをつくる村づくり

（単位：千円）

（第３項）芸術文化活動と地域文化の振興
その他 その他

その他 その他

文化財係 文化財係

原村郷土館施設改修工
事

八ヶ岳美術館改修工事

原村郷土館施設の老朽
化に伴い、野外トイレ施
設の改修を行う。バリアフ
リーに対応した改修を行
うことで、来館者が使いや
すい環境整備を図る。

展示ケース照明器具取
替
屋根防水工事

9.4.3 9.4.6

Ｈ33 Ｈ30～Ｈ33

6,411 31,282

6,411 30,580

野外トイレ改修工事 屋根防水工事
仮設工事
防水塗装

6,411 30,580

5,769 27,522

642 3,058
個別施設管理計画による
起債を検討。
公共施設等適正管理推
進事業債

個別施設管理計画による
起債を検討。
公共施設等適正管理推
進事業債
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（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村へ若い人の流れをつくる村づくり

（単位：千円）

（第４項）スポーツ・レクリエーション交流の推進
１．社会体育施設の充実

①体育施設の改修や維
持補修による利便性の向
上

社会体育係

弓振農村広場
駐車場拡張事業

土地購入456㎡
拡張造成

9.5.3

Ｈ31

4,600

4,600

土地購入456㎡
拡張造成

4,600

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 4,600

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源
なし なし

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

施 策

担 当 係

実 施 期 間

総 事 業 費

31～33年度事業費計

具 体 的 な 施 策

事 業 名

予算科目（款･項･目）

財
源
内
訳

32

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

事 業 費

実 施 内 容

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費
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（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村へ若い人の流れをつくる村づくり

（単位：千円）

（第５項）交流による地域づくり
１．地域間交流・国際交
流の推進

１．地域間交流・国際交
流の推進

③原村人づくり事業を活
用した村内産業の発展と
国際感覚豊かな人材の
育成

③原村人づくり事業を活
用した村内産業の発展と
国際感覚豊かな人材の
育成

企画振興係 企画振興係

交流事業
（人づくり視察研修事業）

海外ホームステイ事業

地域産業の活性化と発展
を図るため村民が国内外
において産業・文化等の
先進地を視察する場合に
対象経費の1/2を補助す
る。

異文化を理解し国際感覚
を養う事や英語力を高め
る事を目的に中学生の
NZへのホームステイ派遣
やNZからの生徒の受入
れを行い国際交流を推進
する。

2.1.11 2.1.11

Ｈ8～継続 Ｈ9～継続

2,700 9,513

人づくり視察研修補助
（対象経費の1/2以内）
海外研修　100
県外研修　30
県内研修　10

中学生NZホームステイ派
遣経費

900 3,171

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財 1,000

一 般 財 源 900 2,171
人づくり視察研修補助
（対象経費の1/2以内）
海外研修　100
県外研修　30
県内研修　10

中学生NZホームステイ派
遣経費

900 3,171

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財 1,000

一 般 財 源 900 2,171
人づくり視察研修補助
（対象経費の1/2以内）
海外研修　100
県外研修　30
県内研修　10

中学生NZホームステイ派
遣経費

900 3,171

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財 1,000

一 般 財 源 900 2,171
なし 特定財源は、原村ふるさ

と基金からの繰入れ

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

32

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

事 業 費

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

実 施 内 容

実 施 期 間

総 事 業 費

31～33年度事業費計

担 当 係

予算科目（款･項･目）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名
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（事業別調書）

（第２節）人と文化を育み、本村へ若い人の流れをつくる村づくり

（単位：千円）

（第７項）本村への若い人の流れをつくる村づくり
１．移住・定住促進事業 １．移住・定住促進事業 １．移住・定住促進事業

③空き家等の利活用 ③空き家等の利活用 ⑧地域おこし協力隊の活
用

企画振興係 企画振興係 企画振興係

空き家バンクリフォーム事
業

移住体験・交流施設の運
営

地域おこし協力隊受入事
業

空き家バンクに登録する
目的で空き家のリフォー
ムや家財道具等の片づ
けを行う場合に費用の一
部を補助し、空き家の活
用と移住推進を図る。

移住希望者が原村に滞
在しながら生活環境・自
然環境を体験したり、土
地や住居、仕事探しなど
に活用してもらい移住を
促進する。

都市部の若者を受け入
れ、地域の魅力発信、移
住推進、ブランド化推進、
特産品開発、観光振興な
ど新しい目線で村づくり
に協力してもらう。

2.1.8 2.1.8 2.1.8

Ｈ32～継続 Ｈ30～継続 Ｈ30～継続

4,400 3,198 28,860

4,400 3,198 28,860

消耗品、燃料費、光熱水
費、火災保険料、清掃委
託料

報償費、活動経費・消耗
品、お試し協力隊宿泊
費、企業補助金

1,066 12,860

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財 12,860

一 般 財 源 1,066
リフォーム補助
　50万円×4件
片づけ補助
　10万円×2件

消耗品、燃料費、光熱水
費、火災保険料、清掃委
託料

報償費等250万円×2
人、活動経費・消耗品等
150万円×2人

2,200 1,066 8,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財 8,000

一 般 財 源 2,200 1,066
リフォーム補助
　50万円×4件
片づけ補助
　10万円×2件

消耗品、燃料費、光熱水
費、火災保険料、清掃委
託料

報償費等250万円×2
人、活動経費・消耗品等
150万円×2人

2,200 1,066 8,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財 8,000

一 般 財 源 2,200 1,066
なし 特別交付税による措置

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

事 業 費

32

年

度

実 施 内 容

31

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

財
源
内
訳

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

31～33年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

予算科目（款･項･目）
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（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（単位：千円）

（第１項）地域で支え合い健やかに生きる
１．健康づくりの推進 １．健康づくりの推進 １．健康づくりの推進 １．健康づくりの推進 １．健康づくりの推進

①各種健診・検診の受診
率向上

①各種健診・検診の受診
率向上

その他 その他 その他

医療給付係 健康づくり係 医療給付係 医療給付係 健康づくり係

特定検査等事業 健診事業 国保保険衛生普及事業 後期高齢者医療負担金 予防接種事業

国民健康保険対象者特
定健診・特定保健指導

住民健診、がん検診等の
実施、人間ドック費用の
補助を行い、病気の早期
発見、早期治療に努め
る。

保険者の医療費削減や
健康・長寿に向けた各種
保健事業の開催

後期高齢者医療保険制
度の運営
負担金支出先：長野県後
期高齢者医療広域連合

定期予防接種の実施。小
児インフルエンザ予防接
種費用の補助。

国保会計 4.1.2 国保会計 後期高齢者会計 4.1.2

継続 継続 継続 継続 継続

36,342 29,894 9,699 295,800 58,894

生活習慣病の発症や重
症化等の進行への予防

各種健診・がん検診等の
実施。人間ドック費用の
一部助成。

各種運動教室、栄養教室
の開催や病気への理解
のためのパンフレット配布

後期高齢者医療保険制
度の運営

定期予防接種の実施。小
児インフルエンザ予防接
種費用の補助。

12,114 9,894 3,233 98,600 18,894

国 庫 支 出 金 1,292 3,027 629

県 支 出 金 1,292 93

地 方 債

そ の 他 特 財 895 22,661

一 般 財 源 9,530 8,906 206 75,939 18,265
生活習慣病の発症や重
症化等の進行への予防

各種健診・がん検診等の
実施。人間ドック費用の
一部助成。

各種運動教室、栄養教室
の開催や病気への理解
のためのパンフレット配布

後期高齢者医療保険制
度の運営

定期予防接種の実施。小
児インフルエンザ予防接
種費用の補助。

12,114 10,000 3,233 98,600 20,000

国 庫 支 出 金 1,292 3,027 629

県 支 出 金 1,292 93

地 方 債

そ の 他 特 財 895 22,661

一 般 財 源 9,530 9,012 206 75,939 19,371
生活習慣病の発症や重
症化等の進行への予防

各種健診・がん検診等の
実施。人間ドック費用の
一部助成。

各種運動教室、栄養教室
の開催や病気への理解
のためのパンフレット配布

後期高齢者医療保険制
度の運営

定期予防接種の実施。小
児インフルエンザ予防接
種費用の補助。

12,114 10,000 3,233 98,600 20,000

国 庫 支 出 金 1,292 3,027 629

県 支 出 金 1,292 93

地 方 債

そ の 他 特 財 895 22,661

一 般 財 源 9,530 9,012 206 75,939 19,371
国保保険給付費等交付
金特別交付金（特定健康
診査等負担分）

県補助金：健康増進事
業、その他：後期高齢者
事業補助金

国保保険給付費等交付
金特別交付金（保健事業
分）

なし 国庫負担金：感染症予防
事業

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

事 業 費

32

年

度

実 施 内 容

31

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

31～33年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

事 業 費

32

年

度

実 施 内 容

31

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

31～33年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（単位：千円）

（第１項）地域で支え合い健やかに生きる
２．地域医療の充実

①医療機関相互の連携
による医療体制の充実

健康づくり係

病院事業

諏訪中央病院組合負担
金：病院事業、老健施
設、看護学校

4.1.1

継続

221,810

諏訪中央病院組合負担
金：病院事業、老健施
設、看護学校

82,194

82,194
諏訪中央病院組合負担
金：病院事業、老健施
設、看護学校

69,808

69,808
諏訪中央病院組合負担
金：病院事業、老健施
設、看護学校

69,808

69,808
なし
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（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（単位：千円）

（第２項）きめ細やかな高齢者福祉の推進
１．在宅生活を継続する
ための支援

１．在宅生活を継続する
ための支援

１．在宅生活を継続する
ための支援

１．在宅生活を継続する
ための支援

１．在宅生活を継続する
ための支援

①生活支援サービスの充
実

①生活支援サービスの充
実

①生活支援サービスの充
実

②地域包括支援センター
の機能強化

③地域の支え合いネット
ワークづくりの推進

健康づくり係 健康づくり係 健康づくり係 健康づくり係 健康づくり係

配食サービス事業 福祉輸送サービス事業補
助事業

諏訪広域連合介護保険
関連負担金

地域包括支援センター委
託事業

生活支援体制整備事業

独居高齢者等に昼食を
配達するとともに、安否確
認をする。

福祉輸送サービス事業を
行っている事業者に補助
金を交付。

事務費、保険給付費、地
域支援事業費、高齢者福
祉費、低所得者軽減関係
の負担金。支出先：諏訪
広域連合

地域包括支援センター業
務：総合相談、権利擁
護、介護予防ケアマネー
ジメント等の包括的支援
事業の委託

地域支え合い推進員によ
る地域の掘り起こし等や
協議体の開催

3.1.5 3.1.2 3.1.6 3.1.5 3.1.5

継続 継続 継続 継続 Ｈ29～継続

17,583 23,392 358,167 23,822 20,400

独居高齢者等に昼食を
配達するとともに、安否確
認をする。

福祉輸送サービス事業を
行っている事業者に補助
金を交付。

事務費、保険給付費、地
域支援事業費、高齢者福
祉費、低所得者軽減関係
の負担金。支出先：諏訪
広域連合

包括的支援事業を地域
包括支援センターに委託

生活支援体制整備事業
を原村社会福祉協議会
に委託

5,861 7,792 118,167 7,822 6,800

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財 2,448 6,800

一 般 財 源 3,413 7,792 118,167 7,822
独居高齢者等に昼食を
配達するとともに、安否確
認をする。

福祉輸送サービス事業を
行っている事業者に補助
金を交付。

事務費、保険給付費、地
域支援事業費、高齢者福
祉費、低所得者軽減関係
の負担金。支出先：諏訪
広域連合

包括的支援事業を地域
包括支援センターに委託

生活支援体制整備事業
を原村社会福祉協議会
に委託

5,861 7,800 120,000 8,000 6,800

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財 2,448 6,800

一 般 財 源 3,413 7,800 120,000 8,000
独居高齢者等に昼食を
配達するとともに、安否確
認をする。

福祉輸送サービス事業を
行っている事業者に補助
金を交付。

事務費、保険給付費、地
域支援事業費、高齢者福
祉費、低所得者軽減関係
の負担金。支出先：諏訪
広域連合

包括的支援事業を地域
包括支援センターに委託

生活支援体制整備事業
を原村社会福祉協議会
に委託

5,861 7,800 120,000 8,000 6,800

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財 2,448 6,800

一 般 財 源 3,413 7,800 120,000 8,000
なし なし なし なし 諏訪広域連合受託事業

事 業 名

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

施 策

実 施 内 容

具 体 的 な 施 策

実 施 期 間

担 当 係

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

予算科目（款･項･目）

31

年

度

財
源
内
訳

事 業 費

財
源
内
訳

総 事 業 費

31～33年度事業費計

33

年

度

実 施 内 容

32

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

実 施 内 容

事 業 費
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

事 業 名

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

施 策

実 施 内 容

具 体 的 な 施 策

実 施 期 間

担 当 係

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

予算科目（款･項･目）

31

年

度

財
源
内
訳

事 業 費

財
源
内
訳

総 事 業 費

31～33年度事業費計

33

年

度

実 施 内 容

32

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

実 施 内 容

事 業 費

（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（単位：千円）

（第２項）きめ細やかな高齢者福祉の推進
２．高齢者の健康づくりと
介護予防の推進

２．高齢者の健康づくりと
介護予防の推進

その他 その他 その他

②介護予防の推進 ④生きがいづくりの推進 その他 その他 その他

健康づくり係 健康づくり係 健康づくり係 医療給付係 医療給付係

介護予防事業 敬老会事業 老人施設入所措置 原村医療費特別給付金 原村医療費特別給付金

運動器能向上、栄養改
善、認知症予防等の介護
予防教室の開催

70歳以上を対象に敬老
会を開催し、長寿を祝う。
あわせて、該当者に敬老
祝い金を支給する。

養護老人ホーム入所者
措置費

原村医療費特別給付金
高齢者への医療給付

原村医療費特別給付金
世帯主への医療給付

3.1.5 3.1.2 3.1.2 3.1.2 3.1.1

継続 継続 継続 継続 継続

18,526 13,455 25,420 33,000 12,000

運動器能向上、栄養改
善、認知症予防等の介護
予防教室の開催

敬老会の開催。敬老祝い
金の支給。

養護老人ホーム入所者
措置費

高齢者への医療給付
67歳以上

世帯主への医療給付

6,126 4,455 8,420 11,000 4,000

6,126 927

4,455 7,493 11,000 4,000
運動器能向上、栄養改
善、認知症予防等の介護
予防教室の開催

敬老会の開催。敬老祝い
金の支給。

養護老人ホーム入所者
措置費

高齢者への医療給付
68歳以上

世帯主への医療給付

6,200 4,500 8,500 11,000 4,000

6,200 927

4,500 7,573 11,000 4,000
運動器能向上、栄養改
善、認知症予防等の介護
予防教室の開催

敬老会の開催。敬老祝い
金の支給。

養護老人ホーム入所者
措置費

高齢者への医療給付
68歳以上

世帯主への医療給付

6,200 4,500 8,500 11,000 4,000

6,200 927

4,500 7,573 11,000 4,000
諏訪広域連合受託事業 なし なし なし なし
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

事 業 名

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

施 策

実 施 内 容

具 体 的 な 施 策

実 施 期 間

担 当 係

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

予算科目（款･項･目）

31

年

度

財
源
内
訳

事 業 費

財
源
内
訳

総 事 業 費

31～33年度事業費計

33

年

度

実 施 内 容

32

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

実 施 内 容

事 業 費

（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（単位：千円）

（第２項）きめ細やかな高齢者福祉の推進
その他 その他 その他

その他 その他 その他

社会福祉係 社会福祉係 社会福祉係

地域福祉センター　
トイレ改修工事

地域福祉センター　
配電盤入替工事

地域福祉センター　
消防施設配管入替工事

地域福祉センターのトイ
レは、設置後２５年を経過
し老朽化が激しい。足腰
に支障を持った方の利用
が多いことから、洋式化を
図り障害者にも優しいトイ
レとする。

地域福祉センターの配電
盤は、設置後２５年を経
過し老朽化がみられる。
更新推奨年度を迎えてい
ることから、安全のために
更新する。

地域福祉センターの泡消
火設備の配管は設置後
25年以上を経過し、腐食
し漏水している箇所もあ
る。
緊急時の対応と安全のた
め配管の入れ替えを行
う。

3.1.4 3.1.4 3.1.4

Ｈ32 Ｈ32 Ｈ33

4,387 14,703 44,928

4,387 14,703 44,928

地域福祉センター
トイレ改修工事

地域福祉センター
配電盤入替工事

4,387 14,703

4,387 14,703
地域福祉センター
消防設備配管入替工事

44,928

44,928
なし なし なし
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（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（単位：千円）

（第３項）障がい者の自立と社会参加の促進
１．障がい者に対する理
解の促進

２．福祉の充実による生
活支援と社会参加の促進

２．福祉の充実による生
活支援と社会参加の促進

２．福祉の充実による生
活支援と社会参加の促進

２．福祉の充実による生
活支援と社会参加の促進

③住みよい福祉の村づく
りの推進

③生活を支える福祉サー
ビスの充実と福祉制度の
周知

③生活を支える福祉サー
ビスの充実と福祉制度の
周知

③生活を支える福祉サー
ビスの充実と福祉制度の
周知

③生活を支える福祉サー
ビスの充実と福祉制度の
周知

社会福祉係 医療給付係 社会福祉係 社会福祉係 社会福祉係

地域福祉推進事業 原村医療費特別給付金 障害者自立支援法関係
費に係る各障害福祉
サービス

地域生活支援事業 重度身障福祉年金

共助の基盤づくりと我がこ
と・丸ごとによる地域福祉
の推進

原村医療費特別給付金
障がい者への医療給付

障害者自立支援法関係
費に係る各障害福祉
サービス

自立した日常生活や社会
生活を営むための障害者
支援事業

障がい者を在宅で介護し
ている人への慰労金

3.1.1 3.1.1 3.1.1 3.1.1 3.1.1

継続 継続 継続 継続 継続

16,660 58,200 370,094 13,684 2,880

共助の基盤づくりと我がこ
と・丸ごとによる地域福祉
の推進

障がい者への医療給付 障害者総合支援法関係
費に係る各障害福祉
サービス

自立した日常生活や社会
生活を営むための障害者
支援事業

障がい者を在宅で介護し
ている人への慰労金

5,300 19,400 124,654 4,484 960

国 庫 支 出 金 3,301 61,250 2,242

県 支 出 金 4,911 30,625 1,121

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 1,999 14,489 32,779 1,121 960
共助の基盤づくりと我がこ
と・丸ごとによる地域福祉
の推進

障がい者への医療給付 障害者総合支援法関係
費に係る各障害福祉
サービス

自立した日常生活や社会
生活を営むための障害者
支援事業

障がい者を在宅で介護し
ている人への慰労金

5,680 19,400 122,720 4,600 960

国 庫 支 出 金 3,620 61,360 2,300

県 支 出 金 4,911 30,680 1,150

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 2,060 14,489 30,680 1,150 960
共助の基盤づくりと我がこ
と・丸ごとによる地域福祉
の推進

障がい者への医療給付 障害者総合支援法関係
費に係る各障害福祉
サービス

自立した日常生活や社会
生活を営むための障害者
支援事業

障がい者を在宅で介護し
ている人への慰労金

5,680 19,400 122,720 4,600 960

国 庫 支 出 金 3,620 61,360 2,300

県 支 出 金 4,911 30,680 1,150

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 2,060 14,489 30,680 1,150 960
生活困窮者就労準備支
援事業費等補助金

福祉医療費給付事業 国・県支出金
障害者総合支援給付費

国・県支出金
地域生活支援事業

なし

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

財
源
内
訳

事 業 費

33

年

度

実 施 内 容

予算科目（款･項･目）

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

担 当 係

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

実 施 期 間

32

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

財
源
内
訳

総 事 業 費

31～33年度事業費計
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

財
源
内
訳

事 業 費

33

年

度

実 施 内 容

予算科目（款･項･目）

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

担 当 係

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

実 施 期 間

32

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

財
源
内
訳

総 事 業 費

31～33年度事業費計

（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（単位：千円）

（第３項）障がい者の自立と社会参加の促進
２．福祉の充実による生
活支援と社会参加の促進

④就労の促進や社会参
加に向けた支援

社会福祉係

地域活動支援センター委
託事業

障がい者の就労支援、社
会参加の促進を目的に
地域の一員としての生活
が送れる支援活動事業

3.1.1

継続

23,347

障がい者の就労支援、社
会参加の促進を目的に
地域の一員としての生活
が送れる支援活動事業

7,347

7,347
障がい者の就労支援、社
会参加の促進を目的に
地域の一員としての生活
が送れる支援活動事業

8,000

8,000
障がい者の就労支援、社
会参加の促進を目的に
地域の一員としての生活
が送れる支援活動事業

8,000

8,000
なし
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（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（単位：千円）

（第４項）結婚・出産・子育てできる環境づくり
２．妊娠・出産・育児の切
れ目のない支援

３．子育て支援の推進 ３．子育て支援の推進 ３．子育て支援の推進 ３．子育て支援の推進

①妊娠・出産・育児の切
れ目のない支援の推進と
経済的支援の継続

①子育て支援サービスの
充実と環境整備

①子育て支援サービスの
充実と環境整備

③子育て家庭への経済
的支援の継続

③子育て家庭への経済
的支援の継続

健康づくり係 社会福祉係 保育園 社会福祉係 医療給付係

母子保健事業 子育てフォローアップ事
業

保育所子育て支援特別
事業

児童手当支給事業 原村医療費特別給付金

妊婦、産婦、乳児を対象
に各種健診を実施し、異
常の早期発見に努めると
ともに、育児相談等で育
児の支援を行う。

育児不安や児童虐待等
の相談支援を実施する。

多様な保育ニーズに合わ
せ、障がい児保育、長時
間保育、一時保育、病
児・病後児保育等を実
施。未就学園児の保護者
を対象とする子育て支援
事業を実施。

15歳以下の児童を扶養
する保護者等に手当を支
給する。

原村医療費特別給付金
高校３年生までの子ども、
ひとり親家庭への医療給
付

4.1.3 3.2.1 3.2.3 3.2.2 3.2.1 , 3.2.4

継続 継続 継続 継続 継続

31,448 15,568 123,309 388,614 95,412

妊婦、産婦、乳児の各種
健診。育児相談等の相談
や教室開催。

育児不安や児童虐待等
の相談支援を実施する。

多様な保育ニーズに合わ
せ、障がい児保育、長時間
保育、一時保育、病児・病後
児保育等を実施。未就学園
児の保護者を対象とする子
育て支援事業を実施。

15歳以下の児童を扶養
する保護者等に手当を支
給する。

高校３年生までの子ども、
ひとり親家庭への医療給
付

10,448 5,168 41,103 128,614 31,804

国 庫 支 出 金 343 1,162 2,405 88,973

県 支 出 金 115 53 2,351 19,799 4,184

地 方 債

そ の 他 特 財 16 1,091

一 般 財 源 9,974 3,953 35,256 19,842 27,620
妊婦、産婦、乳児の各種
健診。育児相談等の相談
や教室開催。

育児不安や児童虐待等
の相談支援を実施する。

多様な保育ニーズに合わ
せ、障がい児保育、長時間
保育、一時保育、病児・病後
児保育等を実施。未就学園
児の保護者を対象とする子
育て支援事業を実施。

15歳以下の児童を扶養
する保護者等に手当を支
給する。

高校３年生までの子ども、
ひとり親家庭への医療給
付

10,500 5,200 41,103 130,000 31,804

国 庫 支 出 金 343 1,200 2,405 90,000

県 支 出 金 115 60 2,351 20,000 4,184

地 方 債

そ の 他 特 財 16 1,091

一 般 財 源 10,026 3,940 35,256 20,000 27,620
妊婦、産婦、乳児の各種
健診。育児相談等の相談
や教室開催。

育児不安や児童虐待等
の相談支援を実施する。

多様な保育ニーズに合わ
せ、障がい児保育、長時間
保育、一時保育、病児・病後
児保育等を実施。未就学園
児の保護者を対象とする子
育て支援事業を実施。

15歳以下の児童を扶養
する保護者等に手当を支
給する。

高校３年生までの子ども、
ひとり親家庭への医療給
付

10,500 5,200 41,103 130,000 31,804

国 庫 支 出 金 343 1,200 2,405 90,000

県 支 出 金 115 60 2,351 20,000 4,184

地 方 債

そ の 他 特 財 16 1,091

一 般 財 源 10,026 3,940 35,256 20,000 27,620
国庫補助金・県補助金：
子ども子育て支援交付
金、母子保健衛生費
国庫負担金・県負担金：
未熟児養育医療事業

なし 子ども・子育て支援交付
金

国・県支出金
児童手当交付金

福祉医療費給付金事業

項 目

実 施 期 間

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

具 体 的 な 施 策

31

年

度

財
源
内
訳

総 事 業 費

31～33年度事業費計

担 当 係

施 策

事 業 名

実 施 内 容

事 業 費

予算科目（款･項･目）

32

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

実 施 内 容

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

事 業 費
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

項 目

実 施 期 間

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

具 体 的 な 施 策

31

年

度

財
源
内
訳

総 事 業 費

31～33年度事業費計

担 当 係

施 策

事 業 名

実 施 内 容

事 業 費

予算科目（款･項･目）

32

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

実 施 内 容

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

事 業 費

（事業別調書）

（第３節）健康としあわせを誇れる健康・福祉・子育ての村づくり

（単位：千円）

（第４項）結婚・出産・子育てできる環境づくり
４．子育てがしやすい環
境づくり

４．子育て支援の推進 ４．子育てがしやすい環
境づくり

４．子育てがしやすい環
境づくり

①保育サービスの充実 ①子育て支援サービスの
充実と環境整備

③子育て家庭への経済
的支援の継続

その他

保育園 社会福祉係 社会福祉係 保育園

保育室エアコン設置11台 子育て支援センター 児童発達支援事業 保育園給食業務委託

園児の健康・安全を保障
するために、保育室にエ
アコンを設置する。

総合的子育て支援の拠
点施設となる「子育て支
援センター」を設置する。

障がい児の早期療育と、
家庭の負担を軽減する。

安定した行財政運営を行
うための事業であり、計画
的な職員定数管理に取り
組みつつ、保育園給食の
質を維持していくための
業務委託。

3.2.3 3.2.1 3.2.1 3.2.3

Ｈ31 Ｈ32 継続 Ｈ31～継続

12,798

12,798 272,000 34,313 51,189

3歳以上児の保育室にエ
アコンを設置する。
キューピクル増設。

障がい児の早期療育と、
家庭の負担を軽減する。

委託内容
　給食業務全般
　　調理作業
　　盛り付け、配膳
　　洗浄、清掃など

12,798 11,313 17,063

5,379

2,913

72

12,798 2,949 17,063
設計委託　　15,000
施工監理委託 5,000
建築工事 　252,000

障がい児の早期療育と、
家庭の負担を軽減する。

委託内容
　給食業務全般
　　調理作業
　　盛り付け、配膳
　　洗浄、清掃など

272,000 11,500 17,063

5,500

3,000

272,000 3,000 17,063
障がい児の早期療育と、
家庭の負担を軽減する。

委託内容
　給食業務全般
　　調理作業
　　盛り付け、配膳
　　洗浄、清掃など

11,500 17,063

5,500

3,000

3,000 17,063
なし なし なし なし
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（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（単位：千円）

（第１項）原村の特色を生かした農林業振興
１．農業生産基盤の整備
と農業近代化施設の利用
促進

１．農業生産基盤の整備
と農業近代化施設の利用
促進

１．農業生産基盤の整備
と農業近代化施設の利用
促進

１．農業生産基盤の整備
と農業近代化施設の利用
促進

１．農業生産基盤の整備
と農業近代化施設の利用
促進

①補助事業を活用した農
道舗装と用排水路の整備

①補助事業を活用した農
道舗装と用排水路の整備

①補助事業を活用した農
道舗装と用排水路の整備

①補助事業を活用した農
道舗装と用排水路の整備

①補助事業を活用した農
道舗装と用排水路の整備

農村整備係 農村整備係 農村整備係 農村整備係 農村整備係

団体営農地耕作条件改
善事業（農道舗装）
柏木地区

団体営農地耕作条件改
善事業（小規模基盤整
備）
深山地区

農業基盤整備促進事業　
原二期地区

土地改良施設維持管理
適正化事業

インフラ長寿命化計画

団体営事業
・農道舗装　L=240ｍ

団体営事業
・小規模基盤整備

農地　A=1.50ha

・農道整備（舗装）
L=900m

・弓振1号、2号
用水機場ポンプ入
替等工事

農業用水利施設等の個
別施設計画の作成。　施
設の調査、機能診断を行
い、施設の更新を計画的
に進める。

5.1.5 5.1.5 5.1.5 5.1.5 5.1.5

Ｈ31 Ｈ31 Ｈ31 Ｈ31～Ｈ33 Ｈ31～Ｈ32

7,100 37,000 28,130 8,400 6,880

7,100 37,000 28,130 8,400 6,000

・農道舗装工事　L=240ｍ ・小規模基盤整備
農地　A=1.8ha

・農道舗装
L=900m
・測量設計

・弓振1号用水機場ポン
プ入替等工事

水中ポンプ更新
制御盤補修

計画調査
・頭首工　83箇所
・ため池　9箇所
・用水機場　10箇所

7,100 37,000 28,130 4,300 3,000

国 庫 支 出 金 3,550 25,900 14,065

県 支 出 金 71 3,700 281

地 方 債

そ の 他 特 財 869 344 3,870

一 般 財 源 2,610 7,400 13,440 430 3,000
計画調査
・基幹農業用水路
L=5.4km

3,000

国 庫 支 出 金 1,500

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 1,500
・弓振2号用水機場ポン
プ入替等工事

水中ポンプ更新
制御盤補修

4,100

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財 3,690

一 般 財 源 410
団体営事業 団体営事業 団体営事業 団体営事業

土地改良維持管理適正
化事業交付金
（長野県土地改良事業団
体連合会より交付）

団体営事業
水利施設等高度化事業
（実施計画策定事業）

33

年

度

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

事 業 費

実 施 内 容

32

年

度

実 施 内 容

31

年

度

事 業 費

実 施 内 容

財
源
内
訳

財
源
内
訳

31～33年度事業費計

事 業 費

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

33

年

度

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

事 業 費

実 施 内 容

32

年

度

実 施 内 容

31

年

度

事 業 費

実 施 内 容

財
源
内
訳

財
源
内
訳

31～33年度事業費計

事 業 費

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（単位：千円）

（第１項）原村の特色を生かした農林業振興
１．農業生産基盤の整備
と農業近代化施設の利用
促進

１．農業生産基盤の整備
と農業近代化施設の利用
促進

１．農業生産基盤の整備
と農業近代化施設の利用
促進

１．農業生産基盤の整備
と農業近代化施設の利用
促進

２．農用地の保全と高度
利用

①補助事業を活用した農
道舗装と用排水路の整備

①補助事業を活用した農
道舗装と用排水路の整備

②補助事業の活用と住民
協働の両面での、農業用
施設の維持管理の推進

②中山間地域直接支払
制度利用による農用地の
保全

①農地の流動化事業に
よる、中核的担い手農家
への農地の利用集積と、
遊休農地の解消促進

農村整備係 農村整備係 農政係 農政係 農業委員会

県営農地防災減災事業
（特定農業用管水路等特
別対策事業）
番飼場地区

県営農地防災減災事業
中新田地区

農業振興事業
（野菜花卉作期拡大事
業）

中間地直接支払い制度
６地区

農地流動化事業

県営事業
・番飼場地区畑灌の布設
替事業（石綿管撤去及び
塩ビ管新設) L=1,540ｍ

県営事業
・中新田南ため池改修工
事
・御射山地区排水路工事
・一ノ瀬汐法面崩落復旧
工事

ビニールハウス、被覆材
による野菜・花き等の作
柄安定、作期拡大のため
に実施。

農地の多目的機能の確
保
197.4ha

中核的担い手農家への
農地の利用集積と、遊休
農地の解消促進

5.1.5 5.1.5 5．1.3 5.1.3 5.1.6

Ｈ31～Ｈ33 Ｈ31 Ｈ31～継続 Ｈ31～継続 継続

135,000 300,000

87,100 190,000 5,760 118,089 14,400

・石綿管布設替　L=300ｍ ・中新田南ため池改修工
事
・御射山地区排水路工事
・一ノ瀬汐法面崩落復旧
工事

ビニールハウスの新設等
について材料費の10％を
補助

農地の多目的機能の確
保
197.4ha

80a以上の経営農家及び
認定農業者に流動化補
助を行い、農地の集積を
行う。

27,700 190,000 1,920 39,363 4,800

13,850 95,000 13,121

9,695 55,100 13,121

2,200 26,400

1,662 10,500

293 3,000 1,920 13,121 4,800
・石綿管布設替　L=400ｍ ビニールハウスの新設等

について材料費の10％を
補助

農地の多目的機能の確
保
197.4ha

80a以上の経営農家及び
認定農業者に流動化補
助を行い、農地の集積を
行う。

29,700 1,920 39,363 4,800

14,850 13,121

10,395 13,121

2,400

1,782

273 1,920 13,121 4,800
・石綿管布設替　L=400ｍ ビニールハウスの新設等

について材料費の10％を
補助

農地の多目的機能の確
保
197.4ha

80a以上の経営農家及び
認定農業者に流動化補
助を行い、農地の集積を
行う。

29,700 1,920 39,363 4,800

14,850 13,121

10,395 13,121

2,400

1,782

273 1,920 13,121 4,800
公共事業等債 公共事業等債 なし 中山間直接支払制度 なし
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

33

年

度

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

事 業 費

実 施 内 容

32

年

度

実 施 内 容

31

年

度

事 業 費

実 施 内 容

財
源
内
訳

財
源
内
訳

31～33年度事業費計

事 業 費

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（単位：千円）

（第１項）原村の特色を生かした農林業振興
２．農用地の保全と高度
利用

２．農用地の保全と高度
利用

３．農畜産物の振興 ３．農畜産物の振興 ４．農業後継者の確保・
育成と支援

⑤多面的機能支払による
農地の保全と環境保全

⑥有害鳥獣被害防止対
策の実施

⑧農産物安値対策事業 ⑩有機栽培産地確立事
業

②農業後継者の育成支
援と新規参入者の受入れ
体制の整備促進

農政係 農政係 農政係 農政係 農政係

多面的機能支払制度 鳥獣害被害対策協議会
補助金

農作物安値対策事業 有機栽培産地確立事業 農業次世代人材投資資
金

共同・向上作業による先
進的な活動と環境保全

ソフト事業によるくくり罠の
購入等。

JA出荷補償基準価格の
補填

高原野菜を主体に有機
栽培を促進し、環境に配
慮した農業経営を目指す
と共に生産した野菜に付
加価値を付け、有機野菜
栽培地としての位置を確
立する。

経営の不安定な、就農初
期段階の青年就農者（45
歳未満）に対して給付金
を交付する。

5.1.3 5.1.3 5.1.3 5.1.3 5.1.3

Ｈ31～継続 Ｈ31～継続 Ｈ31～継続 Ｈ31～継続 Ｈ31～継続

165,510 600 29,610 6,375 29,250

共同・長寿命化作業によ
る先進的な活動と環境保
全

ソフト事業によるくくり罠の
購入等。

JA出荷補償基準価格の
補填

堆肥代金運搬散布費の
25％を補助

1,500×5名 割増(夫婦)
750×3名

55,170 200 9,870 2,125 9,750

27,585 100 9,750

13,792

13,793 100 9,870 2,125
共同・長寿命化作業によ
る先進的な活動と環境保
全

ソフト事業によるくくり罠の
購入。

JA出荷補償基準価格の
補填

堆肥代金運搬散布費の
25％を補助

1,500×5名 割増(夫婦)
750×3名

55,170 200 9,870 2,125 9,750

27,585 100 9,750

13,792

13,793 100 9,870 2,125
共同・長寿命化作業によ
る先進的な活動と環境保
全

ソフト事業によるくくり罠の
購入。

JA出荷補償基準価格の
補填

堆肥代金運搬散布費の
25％を補助

1,500×5名 割増(夫婦)
750×3名

55,170 200 9,870 2,125 9,750

27,585 100 9,750

13,792

13,793 100 9,870 2,125
多面的機能支払制度 鳥獣被害防止総合対策

事業補助金
なし なし 農業次世代人材投資資

金
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

33

年

度

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

事 業 費

実 施 内 容

32

年

度

実 施 内 容

31

年

度

事 業 費

実 施 内 容

財
源
内
訳

財
源
内
訳

31～33年度事業費計

事 業 費

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策

（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（単位：千円）

（第１項）原村の特色を生かした農林業振興
４．農業後継者の確保・
育成と支援

４．農業後継者の確保・
育成と支援

６．地域林業の振興と森
林の育成・有効活用

②農業後継者の育成支
援と新規参入者の受入れ
体制の整備促進

②農業後継者の育成支
援と新規参入者の受入れ
体制の整備促進

①村有林の計画的な整
備

農政係 農政係 農村整備係

農業後継者育成事業補
助金

農業労働力の確保と後継
者育成プロジェクト

・森林づくり推進支援事
業
・合板・製材生産性強化
対策交付金事業

農業の担い手確保を目
的に、認定農業者の後継
者として就農する者に補
助金を交付する。

　農業労働力の確保と後
継者育成を図るため、就
農支援コーディネーター
を雇用し就農相談を積極
的に展開するとともに、市
民農園などを開設し、農
業体験の機会をつくる。

・村有林搬出間伐
　A=22ha

5.1.3 5.1.3 2.1.6

Ｈ31～継続 Ｈ31～継続 Ｈ31～Ｈ33

18,567

3,000 2,883 18,567

200×10名 ・市民農園、ペンションガ
ルテンの運営
・就農支援コーディネー
ター賃金
・就農相談会参加経費

・村有林搬出間伐
　A=8ha

2,000 961 6,593

3,209

500

1,980

2,000 961 904
200×3名 ・市民農園、ペンションガ

ルテンの運営
・就農支援コーディネー
ター賃金
・就農相談会参加経費

・村有林搬出間伐
　A=7ha

600 961 5,987

3,209

1,980

600 961 798
200×2名 ・市民農園、ペンションガ

ルテンの運営
・就農支援コーディネー
ター賃金
・就農相談会参加経費

・村有林搬出間伐
　A=7ha

400 961 5,987

3,209

1,980

400 961 798
なし なし 森林づくり推進支援事業

合板・製材生産性強化対
策交付金事業
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（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（単位：千円）

（第２項）観光を中心にした、各産業間の連携
３．観光拠点の再生とネッ
トワークの整備

３．観光拠点の再生とネッ
トワークの整備

３．観光拠点の再生とネッ
トワークの整備

３．観光拠点の再生とネッ
トワークの整備

３．観光拠点の再生とネッ
トワークの整備

②ペンションなどの宿泊
施設や工房、農家等との
連携による体験型・滞在
型観光の促進、受入れの
コーディネート体制の創
設

⑤情報ネットワークの構
築による総合案内機能の
整備やＷi-Ｆiによる観光
情報発信

その他 その他 その他

商工観光係 商工観光係 商工観光係 商工観光係 商工観光係

地域おこし協力隊1名 別荘地管理委託料及び
中央高原管理委託料

もみの湯福祉券・無料券
負担金

樅の木荘周辺植林業務 自然文化園　伐採処理業
務

地域おこし協力隊1名を
採用し、観光事業の推進
を図る。

別荘地管理及び八ヶ岳
中央高原内の管理

以前より福祉券・無料券
の利用者が多くもみの湯
が負担していたが今後は
村で負担する。

樅の木荘改修工事に伴
い施設周辺の植林を行
う。

自然文化園周辺の伐採
処理業務。

6.1.3 6.1.4 6.1.4 6.1.4 6.1.4

Ｈ30～継続 継続 Ｈ30～Ｈ33 Ｈ31 Ｈ31

21,000 500 972

12,831 27,246 21,000 500 972

地域おこし協力隊1名を
採用し、観光事業の推進
を図る。

別荘地内管理及び八ヶ
岳中央高原内の管理

もみの湯福祉券・無料券
負担金

植林業務 自然文化園周辺の伐採
処理業務。

4,277 9,082 7,000 500 972

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 4,277 9,082 7,000 500 972
地域おこし協力隊1名を
採用し、観光事業の推進
を図る。

別荘地内管理及び八ヶ
岳中央高原内の管理

もみの湯福祉券・無料券
負担金

4,277 9,082 7,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 4,277 9,082 7,000
地域おこし協力隊1名を
採用し、観光事業の推進
を図る。

別荘地内管理及び八ヶ
岳中央高原内の管理。

もみの湯福祉券・無料券
負担金

4,277 9,082 7,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 4,277 9,082 7,000
なし なし なし なし なし

31～33年度事業費計

実 施 内 容

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

担 当 係

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

項 目

事 業 費

予算科目（款･項･目）

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

32

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

実 施 期 間

総 事 業 費
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

31～33年度事業費計

実 施 内 容

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

担 当 係

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

項 目

事 業 費

予算科目（款･項･目）

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

32

年

度

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

実 施 期 間

総 事 業 費

（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（単位：千円）

（第２項）観光を中心にした、各産業間の連携
３．観光拠点の再生とネッ
トワークの整備

３．観光拠点の再生とネッ
トワークの整備

３．観光拠点の再生とネッ
トワークの整備

３．観光拠点の再生とネッ
トワークの整備

その他 その他 その他 その他

商工観光係 商工観光係 商工観光係 商工観光係

自然文化園周辺・駐車場
等維持補修工事

自然文化園　仕切弁漏水
修繕工事

自然文化園　防災用設備
設置

自然文化園　管理棟トイ
レ配管布設替工事

自然文化園周辺・駐車場
等維持補修工事

自然文化園　仕切弁漏水
修繕工事

自然文化園　防災用設備
設置

自然文化園　管理棟トイ
レ配管布設替工事。

6.1.4 6.1.4 6.1.4 6.1.4

Ｈ31～Ｈ33 Ｈ31 Ｈ31 Ｈ31

8,861 605 866 561

8,861 605 866 561

自然文化園周辺・駐車場
等維持補修工事

自然文化園　仕切弁漏水
修繕工事

自然文化園　防災用設備
設置

自然文化園　管理棟トイ
レ配管布設替工事。

2,861 605 866 561

2,861 605 866 561
自然文化園周辺・駐車場
等維持補修工事

3,000

3,000
自然文化園周辺・駐車場
等維持補修工事

3,000

3,000
なし なし なし なし
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（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（単位：千円）

（第３項）「原村ブランド」を活かした観光振興
１．農産物の付加価値化 ２．星・音楽をテーマとし

た観光ブランド
２．星・音楽をテーマとし
た観光ブランド

①農産加工施設の設備
検討と６次産業化の推進

③プラネタリウムの設備や
番組の更新

③プラネタリウムの設備や
番組の更新

農政係 商工観光係 商工観光係

農産物加工所建設事業 八ヶ岳自然文化園管理
委託料

プラネタリウム施設に係る
設備機器の維持管理。

村内産農産物を使用した
加工品を開発し年間を通
じて全国にPRできる体制
を構築するため、農産物
加工所を建設する。

八ヶ岳自然文化園の施
設を適正かつ円滑に管
理する。

プラネタリウム施設に係る
設備機器の維持管理。

5.1.3 6.1.4 6.1.4

Ｈ31～Ｈ33 継続 Ｈ31～Ｈ33

33,129 56,534

33,129 106,097 56,534

農産物加工所検討委員
会を開催し、建設に向け
た具体的内容について
決定する

八ヶ岳自然文化園の施
設管理

自家発電蓄電池・非常照
明用直流電源装置。

629 35,151 12,312

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 629 35,151 12,312
加工所の設計委託業務
費

八ヶ岳自然文化園の施
設管理

空調設備一式
ボイラー2機交換

2,500 35,473 33,431

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 2,500 35,473 33,431
加工所建設費 八ヶ岳自然文化園の施

設管理
チラーユニット交換

30,000 35,473 10,791

国 庫 支 出 金 15,000

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 15,000 35,473 10,791
地方創生拠点整備交付
金

なし なし

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

32

年

度

33

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

実 施 期 間

事 業 費

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

担 当 係

総 事 業 費

31～33年度事業費計

実 施 内 容

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

予算科目（款･項･目）
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（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（単位：千円）

（第４項）広域連携による観光振興
１．観光推進体制の充実 １．観光推進体制の充実 １．観光推進体制の充実 １．観光推進体制の充実

①八ヶ岳観光圏を活用し
ての着地型旅行商品の
企画・販売

③インバウンド事業の体
制構築及び支援

⑤観光連盟・商工会等の
活動支援

⑤観光連盟・商工会等の
活動支援

商工観光係 商工観光係 商工観光係 商工観光係

八ヶ岳観光圏整備推進
事業

インバウンド事業 原村観光連盟 補助 (一財）原村振興公社へ
の補助

原村・富士見町・北杜市
で連携し、八ヶ岳広域の
観光を推進する。

八ヶ岳観光圏、諏訪地方
観光連盟や県と連携し外
国人旅行者の誘客を進
める。

観光連盟活動に対する
支援を行う。

星まつりに対する支援

6.1.3 6.1.3 6.1.3 6.1.3

Ｈ22～継続 継続 継続 継続

10,500 300 4,530 3,900

八ヶ岳観光圏負担金　
3,000
八ヶ岳周遊バス負担金
500

八ヶ岳観光圏、諏訪地方
観光連盟や県との連携
外国人旅行者の誘客

観光連盟活動に対する
支援

星まつりへの補助

3,500 100 1,510 1,300

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 3,500 100 1,510 1,300
八ヶ岳観光圏負担金　
3,000
八ヶ岳周遊バス負担金
500

八ヶ岳観光圏、諏訪地方
観光連盟や県との連携
外国人旅行者の誘客

観光連盟活動に対する
支援

星まつりへの補助

3,500 100 1,510 1,300

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 3,500 100 1,510 1,300
八ヶ岳観光圏負担金　
3,000
八ヶ岳周遊バス負担金
500

八ヶ岳観光圏、諏訪地方
観光連盟や県との連携
外国人旅行者の誘客

観光連盟活動に対する
支援

星まつりへの補助

3,500 100 1,510 1,300

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 3,500 100 1,510 1,300
なし なし なし なし

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

担 当 係

事 業 費

財
源
内
訳

事 業 名

施 策

具 体 的 な 施 策

予算科目（款･項･目）

31

年

度

実 施 期 間

総 事 業 費

31～33年度事業費計

実 施 内 容

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

32

年

度

33

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事 業 費
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（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（単位：千円）

（第５項）工業振興と企業誘致
１．企業の支援と育成 １．企業の支援と育成 １．企業の支援と育成 １．企業の支援と育成 １．企業の支援と育成

①経営基盤の強化と規模
拡大への支援

①経営基盤の強化と規模
拡大への支援

①経営基盤の強化と規模
拡大への支援

①経営基盤の強化と規模
拡大への支援

⑥商工会による研修・指
導相談体制強化への支
援

商工観光係 商工観光係 商工観光係 商工観光係 商工観光係

商工業活性化補助事業 制度資金融資斡旋事業 中小企業振興資金利子
補給事業

制度資金融資斡旋事業 商工会事業運営支援

商工業者の設備投資等
に対する支援

制度資金保証料補給 制度資金利子補助 制度資金預託 商工会の実施する指導
相談等事業実施に対す
る支援

6.1.2 6.1.2 6.1.2 6.1.2 6.1.2

継続 継続 継続 継続 継続

3,900 24,000 18,000 450,000 17,100

商工業者の設備投資等
に対する支援

制度資金保証料補給 制度資金利子補助 制度資金預託 商工会の実施する指導
相談等事業実施に対す
る支援

1,300 8,000 6,000 150,000 5,700

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 1,300 8,000 6,000 150,000 5,700
商工業者の設備投資等
に対する支援

制度資金保証料補給 制度資金利子補助 制度資金預託 商工会の実施する指導
相談等事業実施に対す
る支援

1,300 8,000 6,000 150,000 5,700

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 1,300 8,000 6,000 150,000 5,700
商工業者の設備投資等
に対する支援

制度資金保証料補給 制度資金利子補助 制度資金預託 商工会の実施する指導
相談等事業実施に対す
る支援

1,300 8,000 6,000 150,000 5,700

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 1,300 8,000 6,000 150,000 5,700
なし なし なし なし なし

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

32

年

度

33

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

実 施 期 間

事 業 費

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

担 当 係

総 事 業 費

31～33年度事業費計

実 施 内 容

施 策

事 業 名

具 体 的 な 施 策

予算科目（款･項･目）
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

32

年

度

33

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

実 施 期 間

事 業 費

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

担 当 係

総 事 業 費

31～33年度事業費計

実 施 内 容

施 策

事 業 名

具 体 的 な 施 策

予算科目（款･項･目）

（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（単位：千円）

（第５項）工業振興と企業誘致
１．企業の支援と育成

⑧企業チャレンジ補助金
による支援

商工観光係

原村起業チャレンジ補助
金

原村において、新たに起
業化を行おうとする事業
者に対しての補助

6.1.2

継続

3,900

原村において、新たに起
業化を行おうとする事業
者に対しての補助

1,300

1,300
原村において、新たに起
業化を行おうとする事業
者に対しての補助

1,300

1,300
原村において、新たに起
業化を行おうとする事業
者に対しての補助

1,300

1,300
なし
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（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（単位：千円）

（第６項）商業・サービス業の振興
２．他産業との連携による
商業の振興

④米粉普及促進消費拡
大事業

農政係

水田農業経営確立推進
指導事業

米の消費拡大のため、米
粉の普及推進を図る

5.1.3

Ｈ31～継続

900

米粉の普及消費拡大を
目的に設立された原村こ
めっこクラブへ業務委託
し、活動する。

300

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 300
米粉の普及消費拡大を
目的に設立された原村こ
めっこクラブへ業務委託
し、活動する。

300

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 300
米粉の普及消費拡大を
目的に設立された原村こ
めっこクラブへ業務委託
し、活動する。

300

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 300
なし

予算科目（款･項･目）

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

担 当 係

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

32

年

度

33

年

度

財
源
内
訳

財
源
内
訳

事 業 費

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

実 施 期 間

総 事 業 費

31～33年度事業費計

実 施 内 容
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（事業別調書）

（第４節）産業振興による魅力・活力のある村づくり

（単位：千円）

（第７項）雇用・勤労者対策の推進
１．雇用対策の充実

④勤労者向け融資制度
の充実と中小企業労働者
の福利厚生向上の支援
策の検討

商工観光係

勤労者生活支援事業

勤労者生活資金預託

6.1.1

継続

15,000

勤労者生活資金預託

5,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 5,000
勤労者生活資金預託

5,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 5,000
勤労者生活資金預託

5,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 5,000
なし

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

事 業 費

32

年

度

実 施 内 容

31

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

31～33年度事業費計

総 事 業 費

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

担 当 係

具 体 的 な 施 策

項 目

施 策
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（事業別調書）

（第５節）皆が活躍できる持続可能な村づくり

（単位：千円）

（第１項）公民協働の村づくりの推進
１．住民参画による村づく
り

１．住民参画による村づく
り

１．住民参画による村づく
り

②集落行動計画策定・推
進支援（おらほうの村づく
り事業補助金）

③コミュニティ活動の推進
と支援

③コミュニティ活動の推進
と支援

企画振興係 企画振興係 総務係

村づくり推進事業 村づくり推進事業 各区等交付金

おらほうの村づくり事業
（集落行動計画の策定・
推進の支援）

コミュニティ助成事業
（自主防災組織防災備品
の整備）

村と区・自治会との協力
体制の構築や自治組織
の活動促進のための財
政的支援

2.1.11 2.1.11 2.1.13

Ｈ14～継続 継続 継続

4,500 16,500 29,073

集落行動計画の策定・推
進の支援

自主防災組織防災備品
の整備

均等割 　15,000円
文書配布手数料
　　　　＠2,000円
環境衛生費＠900円
連絡調整費＠100円
除雪対策費＠150円

1,500 5,500 9,691

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 1,500 5,500 9,691
集落行動計画の策定・推
進の支援

自主防災組織防災備品
の整備

均等割 　15,000円
文書配布手数料
　　　　＠2,000円
環境衛生費＠900円
連絡調整費＠100円
除雪対策費＠150円

1,500 5,500 9,691

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 1,500 5,500 9,691
集落行動計画の策定・推
進の支援

自主防災組織防災備品
の整備

均等割 　15,000円
文書配布手数料
　　　　＠2,000円
環境衛生費＠900円
連絡調整費＠100円
除雪対策費＠150円

1,500 5,500 9,691

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 1,500 5,500 9,691
なし なし 世帯数は前年10月末で

算定

事 業 費

財
源
内
訳

事 業 費

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

実 施 内 容

32

年

度

実 施 内 容

実 施 内 容

事 業 費

予算科目（款･項･目）

実 施 期 間

31

年

度

財
源
内
訳

31～33年度事業費計

総 事 業 費

項 目

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

担 当 係
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（事業別調書）

（第５節）皆が活躍できる持続可能な村づくり

（単位：千円）

（第３項）広域行政の推進
１．広域行政による効率
化と活性化

１．広域行政による効率
化と活性化

１．広域行政による効率
化と活性化

１．広域行政による効率
化と活性化

①事務処理の共同化の
推進

①事務処理の共同化の
推進

①事務処理の共同化の
推進

②八ヶ岳定住自立圏によ
る地域の活性化

企画振興係 住民係 住民係 建設係

諏訪広域連合関係市町
村負担金

コンビニ交付証明書発行 戸籍システム共同利用 定住自立圏主要道路整
備事業

一般会計経常経費
均等割　20％
人口割　80％

個人番号カードに掲載さ
れている電子証明書を活
用することで、全国各地
のコンビニで各種証明書
が取得可能となる住民
サービス事業

諏訪6市町村で戸籍サー
バーを共同利用すること
で、戸籍事務処理の効率
化や経費の削減を図る。

圏内のアクセス道路の整
備を行い、地域の活性化
に寄与する。

2.1.8 2.3.1 2.3.1 7.1.2

Ｈ12～継続 Ｈ30～継続 Ｈ30～Ｈ36 Ｈ27～Ｈ31

30,553 35,445

21,024 14,215 15,270 10,000

一般会計経常経費
均等割　20％
人口割　80％

システム改修費、保守、
運営負担金

システム保守、機器リース
料、受託市負担金

オーバーレイ工事
L=300m W=7.0m
水路改修工事 L=10.0m

7,008 5,171 5,068 10,000

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 7,008 5,171 5,068 10,000
一般会計経常経費
均等割　20％
人口割　80％

システム保守、運営負担
金

システム保守、機器リース
料、受託市負担金

7,008 4,522 5,101

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 7,008 4,522 5,101
一般会計経常経費
均等割　20％
人口割　80％

システム保守、運営負担
金

システム保守、機器リース
料、受託市負担金

7,008 4,522 5,101

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 7,008 4,522 5,101
なし 特別交付税措置あり なし 八ヶ岳定住自立圏

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費

32

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

31

年

度

財
源
内
訳

実 施 内 容

事 業 費

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

施 策

具 体 的 な 施 策

31～33年度事業費計

総 事 業 費

担 当 係

予算科目（款･項･目）

事 業 名

実 施 期 間
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（事業別調書）

（第５節）皆が活躍できる持続可能な村づくり

（単位：千円）

（第４項）効率的な行政運営
１．機能的な組織体制 １．機能的な組織体制 １．機能的な組織体制 １．機能的な組織体制 １．機能的な組織体制

②事務処理・意思決定の
迅速化

②事務処理・意思決定の
迅速化

②事務処理・意思決定の
迅速化

②事務処理・意思決定の
迅速化

④職員能力の向上と柔軟
な職員体制の推進

企画振興係 企画振興係 企画振興係 企画振興係 総務係

情報化推進事業 情報化推進事業 情報化推進事業 情報化推進事業 人事評価システム導入事
業

住民行政システムの運営
（委託費、賃貸借、保守
の運用）

総合行政ネットワーク（Ｌ
ＧＷＡＮ）運営

地域イントラネットの運営 情報セキュリティ強化対
策の運営

人事評価システムの導入
により、職員のモチベー
ションを高め、ひいては住
民サービスの向上につな
げる。

2.1.12 2.1.12 2.1.12 2.1.12 2.1.1

継続 継続 Ｈ14～継続 Ｈ27～継続 継続

6,246

57,879 9,126 40,929 14,775 6,246

住民行政システムの運営
（委託費、賃貸借、保守
の運用）

ＬＧＷＡＮ機器・通信機器
の調達、保守

イントラネットを構成する
情報・通信機器の運営・
保守

セキュリティ強靭化機器
保守、長野県情報SC負
担金、長野県ISP接続等
運営費

・システム導入費用
・クラウド使用料

19,293 3,042 13,643 4,925 4,134

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 19,293 3,042 13,643 4,925 4,134
住民行政システムの運営
（委託費、賃貸借、保守
の運用）

ＬＧＷＡＮ機器・通信機器
の調達、保守

イントラネットを構成する
情報・通信機器の運営・
保守

セキュリティ強靭化機器
保守、長野県情報SC負
担金、長野県ISP接続等
運営費

・クラウド使用料

19,293 3,042 13,643 4,925 1,056

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 19,293 3,042 13,643 4,925 1,056
住民行政システムの運営
（委託費、賃貸借、保守
の運用）

ＬＧＷＡＮ機器・通信機器
の調達、保守

イントラネットを構成する
情報・通信機器の運営・
保守

セキュリティ強靭化機器
保守、長野県情報SC負
担金、長野県ISP接続等
運営費

・クラウド使用料

19,293 3,042 13,643 4,925 1,056

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 19,293 3,042 13,643 4,925 1,056
なし なし なし なし なし

項 目

施 策

担 当 係

具 体 的 な 施 策

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

31～33年度事業費計

総 事 業 費

31

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

32

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

事 業 費

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳
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国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源

項 目

施 策

担 当 係

具 体 的 な 施 策

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

事 業 名

実 施 期 間

予算科目（款･項･目）

31～33年度事業費計

総 事 業 費

31

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

32

年

度

実 施 内 容

財
源
内
訳

事 業 費

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

（事業別調書）

（第５節）皆が活躍できる持続可能な村づくり

（単位：千円）

（第４項）効率的な行政運営
その他 その他

その他 その他

企画振興係 企画振興係

第5次原村総合計画中間
評価及び後期基本計画
の策定

原村人口ビジョン及び原
村地域創生総合戦略の
改定

第5次総合計画前期基本
計画に掲げられた各施策
の達成指標の検証・評
価、後期基本計画の策定

人口の現状と将来推計を
行い人口ビジョンを改定
する。総合戦略の検証・
評価を行い課題の抽出と
事業の検討を行って総合
戦略を改定する。

2.1.8 2.1.8

Ｈ31～Ｈ32 Ｈ31

1,892 1,458

1,892 1,458

資料収集・分析、住民意
識調査、前期基本計画達
成状況の評価

人口現状調査、将来人口
推計、アンケート調査、総
合戦略検証・評価、事業
の検討、第2期総合戦略
の策定

1,892 1,458

1,892 1,458
庁内検討委員会、審議会
の開催、ワークショップ、
後期基本計画の立案、計
画書作成

なし なし
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（事業別調書）

（第５節）皆が活躍できる持続可能な村づくり

（単位：千円）

（第５項）健全な財政運営
１．財政の基盤強化と効
率的な財政運営の推進

２．財政健全化の取組み
の推進

③ふるさと納税制度の活
用

①公共施設等総合管理
計画に沿った施設等の更
新

企画振興係 企画振興係

ふるさと寄附金事業 公共施設個別管理計画
の作成

寄附件数の増加・原村の
PR及び活性化
・ふるさと寄附金返礼品
拡充
・ポータルサイト登録
・クレジット決済利用
（ポータルサイト経由）

各公共施設の状況と老朽
化の程度を把握し限られ
た財政の中で国の財政
措置を受けながら計画的
に補修や建替を行うため
個別管理計画を作成す
る。

2.1.11 2.1.8

Ｈ20～継続 Ｈ31

2,248

14,250 2,248

・ふるさと寄附金返礼品
拡充
・ポータルサイト登録
・クレジット決済利用
（ポータルサイト経由）

劣化状況調査、利用実態
調査、今後の方向性検
討、長寿命化計画作成　
全48施設分

4,750 2,248

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 4,750 2,248
・ふるさと寄附金返礼品
拡充
・ポータルサイト登録
・クレジット決済利用
（ポータルサイト経由）

4,750

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 4,750
・ふるさと寄附金返礼品
拡充
・ポータルサイト登録
・クレジット決済利用
（ポータルサイト経由）

4,750

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

そ の 他 特 財

一 般 財 源 4,750
なし なし

備 考

（交付金・補助金及び起
債 等 の 名 称 ）

33

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

32

年

度

実 施 内 容

事 業 費

財
源
内
訳

実 施 内 容

担 当 係

項 目

事 業 概 要

（ 必 要 性 及 び 目 的 、
方 法 及 び 達 成 目 標 ）

施 策

具 体 的 な 施 策

事 業 名

総 事 業 費

予算科目（款･項･目）

事 業 費

実 施 期 間

31

年

度

財
源
内
訳

31～33年度事業費計
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